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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

４ 第10期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５ 第10期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

６  純資産額の算定にあたり、第10期連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) ― ― ― 1,375,647 2,183,631

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) ― ― ― 38,447 △1,320,594

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) ― ― ― 31,775 △1,995,744

純資産額 (千円) ― ― ― 1,598,303 △146,157

総資産額 (千円) ― ― ― 5,294,237 3,964,410

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 28,074.50 △2,989.83

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△)

(円) ― ― ― 559.75 △34,220.06

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 491.42 ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 30.2 △4.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― 2.0 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 516.3 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △24,263 △473,594

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △1,365,838 △1,396,784

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 2,773,856 24,588

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) ― ― ― 1,808,385 512,219

従業員数 (名) ― ― ― 69 185



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 1,147,948 1,209,508 956,623 1,324,999 903,602

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 51,538 △218,468 △502,739 74,605 △602,358

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 15,286 △228,525 △509,114 71,469 △2,091,924

持分法を適用した場合 
の投資利益又は 
投資損失(△)

(千円) 21 416 △50,349 ― ―

資本金 (千円) 496,375 605,275 1,298,667 1,306,084 1,306,684

発行済株式総数 (株) 39,650 47,734.2 56,689.2 56,935.2 58,713.48

純資産額 (千円) 818,227 717,130 1,596,578 1,679,940 △188,410

総資産額 (千円) 1,482,336 1,862,618 2,345,626 5,218,722 3,440,624

１株当たり純資産額 (円) 20,636.25 15,023.48 28,163.81 29,508.47 △3,209.89

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
― 

(―)
―

(―)
―

(―)
― 

(―)
―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 497.02 △5,065.73 △9,853.39 1,258.99 △35,869.21

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 376.40 ― ― 1,105.33 ―

自己資本比率 (％) 55.2 38.5 68.1 32.2 △5.5

自己資本利益率 (％) 2.4 ― ― 4.4 ―

株価収益率 (倍) 301.8 ― ― 229.5 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 155,767 △414,538 39,314 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △392,838 △382,196 △847,955 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 361,042 821,375 1,010,902 ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 184,208 219,656 421,918 ― ―

従業員数 (名) 36 50 53 50 52



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第７期、第８期及び第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

３ 第７期、第８期及び第10期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

４ 当社は、平成14年12月６日付で株式１株を５株に分割しております。 

なお、第６期の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行わ

れたものとして計算しております。 

５ 第７期、第８期及び第10期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

６ 第９期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び、現金及び現金

同等物の期末残高は記載しておりません。 

７ 純資産額の算定にあたり、第10期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

  

平成９年10月 ノンリニア編集及びインターネット動画配信技術の提供を行う会社として東京

都中央区に資本金10,000千円をもってストリーム株式会社を設立

平成10年５月 日本ビクター株式会社、エヌ・ティ・ティ・フェニックス通信網株式会社及び

デジコン株式会社の３社が共同サービスとして開始した情報配信サービス

「Digital TV Net」において、運営事務局としてインターネット動画配信(受

託)サービスを開始したことに伴い、商号をデジタルティーブイネット株式会社

に変更

平成11年11月 株式会社フォーカスシステムズが資本参加し、当社を子会社化

平成11年11月 当社独自のポータルサイト「neoTV」を中心として、教育、エンターテイメント

及び健康・医療の３分野を軸としたコンテンツ運用事業に参入

平成11年12月 本社を東京都品川区東五反田一丁目21番９号に移転

平成13年３月 同年２月の共通鍵暗号方式「C４S」及び公開鍵暗号方式「C４K」の特許出願を

受けて、暗号エンジン「C４」シリーズの製品発表を行い、情報セキュリティ事

業に参入

平成13年10月 情報セキュリティ事業に特化する事業方針に転換したことに伴い、商号を株式

会社シーフォーテクノロジーに変更(コンテンツ運用事業を停止したことに伴

い、エンターテイメント分野に係る一部資産を譲渡)

平成13年10月 VPN技術の有効活用を目的として、株式会社カネットに14,500千円を出資し、関

連会社化

平成14年７月 外注業務の効率化を図ることを目的として、株式会社ビィーシステム(平成15年

4月に株式会社シーフォーシステムズに社名変更)の株式を取得し子会社化(議決

権比率100.0％)

平成15年２月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成15年３月 本社を東京都品川区上大崎二丁目13番17号に移転

平成15年７月 情報セキュリティマネジメントシステムBS7799・ISMS適合性評価認証を取得

平成15年11月 株式会社シーフォーシステムズを吸収合併

平成15年12月 医療分野における販売基盤を充実させることを目的として、メディカル・デー

タ・ビジョン株式会社に30,000千円を出資し、関連会社化

平成16年１月 電子透かし技術に強みを持つ株式会社エム研を吸収合併

平成16年11月 アライアンスパートナー戦略の拡充策の一環として、販売子会社株式会社セー

フリード（現 株式会社 シーフォー セールスサポート）を設立

平成16年12月 一層の販売強化及び緊密な技術協力関係の構築を目的として、ネクスト・イッ

ト株式会社に101,000千円を出資し、関連会社化

平成18年4月 情報セキュリティ製品と暗号技術を融合することにより、戦略的な情報セキュ

リティ製品の提供及び事業領域拡大を飛躍的に加速させることを目的として、

株式交換によりイージーシステムズ株式会社を完全子会社化

平成18年4月 情報セキュリティ・マネジメント・システムの構築及び認証取得支援を行うこ

とを目的として株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティングを設立

平成18年5月 グループ戦略強化の一環として、ユーザーに対して情報セキュリティ・コンサ

ルティングのトータル・マネジメント・サービスを行うことを目的として株式

会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメントサービスを設立

平成18年8月 情報セキュリティ組み込みによるシステム構築力を持つインテグレータであ



 
  

  

り、ソリューションラインアップの充実を図るため株式交換により株式会社

シーフォー ビジネスインテグレーション（旧 株式会社コアサイエンス）を完

全子会社化

平成19年3月 株式会社 シーフォー システムデザイン株式の全てを譲渡し、連結子会社から

外れる



３ 【事業の内容】 

  当社グループは、期首より、当社及びその他の関係会社である株式会社フォーカスシステムズ、連結

子会社である株式会社 シーフォー セールスサポート（議決権比率100%、平成19年３月末日より解散準

備）、株式会社 シーフォー システムデザイン（議決権比率100%、平成19年３月９日に株式会社グロー

バルビジョンテクノロジーへ譲渡）、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング（議決権比率

100%、平成18年４月26日に設立）、株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメントサービス

（議決権比率60%、平成18年５月29日に株式会社パソナテックと合弁で設立）、株式会社 シーフォー ビ

ジネスインテグレーション（議決権比率100%、平成18年８月１日に株式交換により子会社化、旧 株式会

社コアサイエンス）、持分法適用関連会社であるネクスト・イット株式会社（議決権比率20.0%）及び

MHSダイニング株式会社（議決権比率27.9%)により構成されており、情報セキュリティ事業を展開してお

ります。  

 当社グループの情報セキュリティ事業においては、当社が独自に自社開発した暗号技術、秘密分散技

術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術を基礎とし、これらのコア技術のライセンス供与

を行うとともに、コア技術を活用した情報セキュリティ製品の開発・販売、情報セキュリティに関する

システムの受託開発・システムインテグレーション、情報セキュリティ・コンサルティング・サービス

等を展開しております。  

 当社は、コア技術の研究開発、製品の開発及びライセンスビジネス及びコア技術と密接に関わる受託

開発を行っております。株式会社 シーフォー セールスサポート（解散以降、株式会社シーフォーテク

ノロジーへ）は情報セキュリティ製品の販売を、株式会社 シーフォー システムデザインは情報セキュ

リティ製品の開発（譲渡以降、株式会社シーフォーテクノロジーへ）を、株式会社 シーフォー ビジネ

スコンサルティングは情報セキュリティ・コンサルティングを、株式会社 シーフォー ＆ パソナテック 

マネージメントサービスは情報セキュリティ・コンサルティングのトータル・マネジメント、株式会社 

シーフォー ビジネスインテグレーションは情報セキュリティに関連するシステムインテグレーションを

行っております。  

 特に、製品及びサービスの普及拡大を着実に進めていくため、当面は情報セキュリティに関するシス

テムの受託開発及びシステムインテグレーションを営業起点とし、そこから製品等の販売へ繋げるとい

う流れを基軸とした事業展開に注力しております。 

  



 

  



４ 【関係会社の状況】 

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称又は事業の内容を記載しております。 

２ 有価証券報告書を提出しております。 

３ 特定子会社に該当する会社は、ありません。 

４ 株式会社 シーフォー システムデザイン（旧 イージーシステムズ株式会社 現 株式会社ミッドシステ

ム）は、平成18年４月１日に株式交換により子会社化いたしましたが、平成19年３月９日をもって所有株式

をすべて売却しております。 

５ 株式会社 シーフォー システムデザインは、平成18年７月１日にイージーシステムズ株式会社から社名変更

し、住所を東京都中央区より変更しております。 

６ 株式会社 シーフォー セールスサポート（旧 株式会社セーフリード）は、平成19年３月31日をもって解散

し、以降清算手続きを行っております。 

７ 株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティングは、平成18年４月26日に設立しております。 

８ 株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメントサービスは、平成18年５月29日に株式会社パソナテ

ックとの合弁により設立しております。 

９ 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションは、平成18年７月18日に株式会社コアサイエンスから社

名変更し、住所を東京都新宿区より変更しております。 

10 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション（旧 株式会社コアサイエンス）は、平成18年８月１日

に株式交換により子会社化しております。 

11 債務超過会社であり、債務超過額は361,312千円であります。 

12 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 ① 売上高    993,293千円 

         ② 経常利益    11,724千円 

         ③ 当期純利益   25,622千円 

         ④ 純資産額  △361,312千円 

         ⑤ 総資産額   440,989千円 

13 ＭＨＳダイニング株式会社は、平成18年５月16日に株式を追加取得したことにより当連結会計年度より、持

分法適用関連会社となりました。 

14 ＣＭＳ投資事業組合は、平成18年５月16日に出資契約を締結したことにより、当連結会計年度より連結子会

社に該当することとなりましたが、平成18年９月29日に解散しております。 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
又は被所有 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社シーフォー セールス
サポート 
（注）6

東京都品川区 130,000
情報セキュリ
ティ事業

（所有）
100.0

C４暗号技術を利用した製
品・ライセンス・サービス
の販売等 
役員の兼任 １名

株式会社 シーフォー システ

ムデザイン 

（注）4,5

東京都港区 100,000
情報セキュリ
ティ事業

（所有） 

―

C４暗号技術を利用した製

品・ライセンス・サービ

スの販売等 

株式会社 シーフォービジネス
コンサルティング 
（注）7

東京都品川区 30,000
情報セキュリ
ティ事業

（所有）
100.0

C４暗号技術を利用した製
品・サービスの購入及び業
務委託  
役員の兼任 １名

株式会社 シーフォー ＆ パソ
ナテック マネージメントサー
ビス 
（注）8

東京都品川区 100,000
情報セキュリ
ティ事業

（所有）
60.0

C４暗号技術を利用した製
品・ライセンス・サービス
の販売等  
役員の兼任 １名

株式会社 シーフォー ビジネス
インテグレーション 
（注）9,10,11,12

東京都港区 30,000
情報セキュリ
ティ事業

（所有）
100.0

C４暗号技術を利用した製
品・ライセンス・サービス
の販売等 

(持分法適用関連会社)

ネクスト・イット株式会社 東京都品川区 325,625
セキュリティ
設 計・構 築 サ
ービス事業等

（所有）
 20.0

「C４」シリーズ製品の販
売・ライセンス供与及び受
託開発

ＭＨＳダイニング株式会社 
（注）13

東京都港区 343,662

ソリューショ
ン・コ ン サ ル
ティング事業
等

(所有)
27.9

―

(その他の関係会社)

株式会社フォーカスシステムズ
（注）２

東京都品川区 2,905,422
ソフトウェア
開発事業等

（被所有）
32.7

「C４」シリーズ製品の販
売・ライセンス供与及び受
託開発、開発業務の外注等



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は、就業人員であります。 

２ 当社及び連結子会社は、単一事業を営んでおり、従業員の状況は全社共通となっております。 

    ３ 従業員数が前連結会計年度に比べ、116名増加しておりますが、この主な理由は連結子会社増加によるもの 

      であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

全社共通 185

合計 185

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

52 35.4 2.34 5,347,039



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済が地域的な広がりを伴いながら拡大する中で、輸出が

増加し、また、企業収益が高水準を継続しており、設備投資も堅調に推移いたしました。  

 情報セキュリティ業界におきましても、平成21年３月期より適用される日本版SOX法への本格的な取組

みが上場企業において開始され、財務情報を中心とした企業情報管理に関するセキュリティニーズが顕在

化するなど、情報セキュリティ対策への投資は今後の拡大が期待される情勢となっております。  

 こうした中、当社グループでは、「情報セキュリティのトータル・ソリューション・プロバイダー」を

目指し、上半期においては営業及び開発におけるアライアンスパートナーの積極的な開拓及び顧客の多様

なニーズに応えうる商品ラインナップの拡充を基本戦略として事業活動を行ってまいりました。また、そ

の実行に当たっては、資本参画等の手法による企業グループとしての強い経営体制の形成を狙い、平成18

年５月にITビジネスにおける総合人材サービスを行っている株式会社パソナテックとの合弁により、企業

の情報セキュリティについてのトータルマネジメントを行う株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネ

ージメントサービスを新たに設立、また、平成18年８月には、情報セキュリティ組み込みによるシステム

構築力を持つインテグレータである株式会社コアサイエンス（現 株式会社 シーフォー ビジネスインテ

グレーション）を簡易株式交換により子会社化するなどの施策を実行してまいりました。  

 しかしながら、上半期経過時点において会計監査における売上計上基準の見直し、当期主力製品と位置

づけていた製品の商品化遅延、急激なグループ拡大による営業販売スキーム構築の遅れ等大きな課題が浮

き彫りになりました。これを受け、下半期より早急且つ抜本的なグループ経営戦略変更及び収益モデルの

変革による事業収益基盤の再構築を最優先事項として検討を開始し、情報セキュリティにおけるコア技術

を柱としながら、受託開発事業をはじめとしたより多様かつ顧客に合致した形で技術提供を推進する事業

体を目指すことといたしました。この方針の下、本体及びグループ会社の機能整理・再構築のため、平成

19年３月に情報セキュリティの製品開発を行う子会社であります株式会社 シーフォー システムデザイン

（旧 イージーシステムズ株式会社）の全株式を売却、また当期末にて株式会社 シーフォー セールスサ

ポート（旧 株式会社セーフリード）を解散することを決定するなど、収益改善へ向けて各種施策を継続

的に企画及び実行しております。  

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、収益モデル変革の過程において、売上高 2,183,631千円（前

年同期 1,375,647千円）、経常損失 1,320,594千円（前年同期 38,447千円の経常利益）となりました。 

また、企業グループの再構築の実行に伴っての特別損失の発生により、当期純損失は1,995,744千円（前

年同期 31,775千円の当期純利益）となりました。 

  

    品目別の業績は、次のとおりであります。  

なお、当社グループは、情報セキュリティ事業の単一セグメントであるため、品目別に記載して おり

ます。  

① セキュリティ製品販売  

当期主力製品と位置づけていた製品の商品化遅延の影響などにより、売上高は430,864千円 （前年

同期比3.9％減）となりました。 

② ライセンス収入 

中間期において、ライセンス付与に係る売上計上基準の見直しにより大型案件での一括ライセンス



の計上を見送ったことなどが大きく影響し、売上高は67,660千円（前年同期比91.2％減）となりま

した。 

③ 受託開発 

下半期からの方針変更により積極的に受注活動を行ったこと、及び株式会社 シーフォー ビジネス

インテグレーションが下半期から連結対象になったことなどにより、売上高は1,225,289千円（前年同

期比3,970.1％増）となりました。 

④ その他  

セキュリティサービス業務、及びコンサルティング業務を担う子会社を設立し、これらが堅調に成

長していることなどにより、売上高は459,816千円（前年同期比250.4％増）となりました。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ1,296,165千円減少し、当連結会計年度末には、512,219千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、473,594千円（前年同期は24,263千円の使用）となりました。収入

の主な内訳は、減価償却費551,273千円、貸倒引当金の増加733,678千円及び売上債権の減少346,780千

円であり、支出の主な内訳は、税金等調整前当期純損失2,016,981千円及び関係会社株式売却益

552,048千円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,396,784千円（前年同期は1,365,838千円の使用）となりまし

た。主な要因は、貸付金の回収による収入606,341千円、無形固定資産の取得による支出544,699千

円、貸付による支出930,101千円及び投資有価証券の取得による支出565,533千円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、24,588千円（前年同期は2,773,856千円の獲得）となりました。主

な要因は、短期借入金の純増加額152,000千円及び長期借入金の返済による支出125,930千円でありま

す。 

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの事業内容は、主として「C４」シリーズの開発、販売及びライセンスの供与等となっ

ており、生産実績については記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度の株式会社ファーストについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略

しております。 
  

品目別

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

受注高 受注残高

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

受託開発 1,550,489 5,720.3 325,200 ―

品目別

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

情報セキュリティ事業

セキュリティ製品販売 430,864 96.1

ライセンス収入 67,660 8.8

受託開発 1,225,289 4,070.1

その他 459,816 350.4

合計 2,183,631 158.7

相手先

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ファースト 350,000 25.4 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当社グループでは、今後早急な収益改善及び更なる事業収益の拡大を図るために、以下の課題に取組

む所存であります。 

  

①企業グループ体制の再構築 

これまでのM&A等資本提携を中心とした「グループ戦略」については、結果として技術・製品開発コ

ストの増大、マーケティングスキームの整備の遅れ等を生み、収益改善の遅れへとつながっておりまし

た。今後はこの戦略を転換し、痛みを伴いながら行ってまいりましたグループ会社の再編及びグループ

内組織の再構築、再編成について、下記3社による体制へ集約すべく継続して行ってまいる所存であり

ます。 

 

・株式会社シーフォーテクノロジー 

情報セキュリティ分野のコア技術を保持し、それに密接に係わる受託開発及びライセンス・製品提供を

行いながら、グループ全体の統括を行う。 

 

・株式会社シーフォー＆パソナテックマネージメントサービス 

株式会社パソナテックと連携を行いながら、情報セキュリティに関するトータルソリューションを提供

する。 

（なお、株式会社シーフォービジネスコンサルティング（情報セキュリティに関するコンサルテーショ

ンを提供）は、今後更なるシナジー効果を図る上で、株式会社シーフォー＆パソナテックマネージメン

トサービスと合併を検討いたしております。） 

 

・株式会社シーフォービジネスインテグレーション 

情報セキュリティ分野を中心としたシステムインテグレーションサービスを提供する。 

 

また、上記各組織が、中長期戦略に基づいた各役割を着実に遂行できる体制の確立を目指し、グループ

における事業スキーム、それに従っての組織編成の整備等を早急に行ってまいります。 

    

②研究開発、製品開発分野の選択と集中 

当社の技術、製品については、これまでも市場ニーズに応じ様々な形で市場に提供してまいりました

が、その中で、より効率的な開発・販売活動を展開するために、ユーザーからの引き合いの強い製品に

絞って当社の経営資源を集中投入し、収益力の向上を図ってまいります。  

 特に、製品化においては、マーケティング部門からの市場情報などを集約させるとともに、研究開発

部門であるR&D事業本部にフィードバックさせ、市場ニーズを的確に捉えた製品開発及びサービスに結

びつけてまいります。  

    

③企業集団における知的所有権保護 

当社グループは、独自自社開発技術に関して特許を出願しており、今後においても新規の製品及びサ

ービスを開発した際には、独自技術について特許などの工業所有権などを取得することにより、知的所

有権などの防衛を図る方針であります。知的所有権の重要性は今後一層高まるものと認識しており、法

務担当のスキルアップ及び専門家などとの連携強化を図ってまいります。 

  



④人材の確保及び育成 

当社グループは、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると

考えております。特に、今後は受託開発、システムインテグレーションカテゴリを当面の注力分野とし

ており、当該カテゴリにおいては優秀な技術者の確保が事業の成否を占うと言っても過言ではありませ

ん。  

 現在、当社では人事制度の抜本的見直しを実施しております。また、人材の確保は当社グループの重

点課題として捉え、積極的に人材の募集を進めてまいります。  

  

⑤債務超過について 

 当社は、平成19年3月期末において、連結にて146,157千円、個別にて188,410千円の債務超過となり

ました。 

 なお、詳細の状況及び解消施策については、「第５ 経理の状況、１.連結財務諸表等、（1）連結財

務諸表、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」、及び「第５ 経理の状況、２.財務

諸表等、（1）財務諸表、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおりであ

ります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以

下のようなものがあります。当社グループにはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回

避及び発生した場合の対応に努める方針であります。なお、以下のリスク項目は、当社株式への投資に関

連するリスクを全て網羅したものではありません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計

年度末において判断したものであります。 

  

①アライアンスパートナーを通じた販売活動について 

当社は、他企業とのアライアンスを進めることにより、コンピュータ・ネットワーク化が進む現状に

おいて、多様な業界で事業を展開し技術ノウハウ及び顧客等を有する複数の企業と提携し、各業界にお

けるニーズを汲み取り、従来取扱いが複雑とされていたセキュリティ製品又はサービスを共同で開発し

提供することが可能になるとともに、情報セキュリティに係る新たな需要を喚起することによる事業拡

大も図れるものと考えております。また、これにより当社においては営業活動の効率化が図れるため、

研究開発部門への経営資源の集中が可能となるものと考えております。  

 今後においても、これまでの有用なアライアンスパートナーとは継続して連携することにより事業拡

大に結び付けていく方針の下、アライアンスパートナーの選定については各相手先企業の事業特性等を

考慮しつつ行い、またアライアンスパートナーのフォローアップは緊密に行ってまいりますが、進行し

ているプロジェクトごとの進捗状況すべてを当社でコントロールすることはできないため、当社の販売

計画に変更が生じる可能性があります。 

  

②グループ戦略の見直しについて 

当社は、資本投入により連携を強化してグループ会社を拡大し、情報セキュリティ事業のフルライン

アップ化を図るべく、グループ戦略を推進してまいりましたが、当連結会計年度に表面化しました課題

を解決するべく、グループ戦略の見直しを進めてまいりました。  

 戦略見直しに当たっては、すでに子会社の売却、清算などを進めており、また存続する組織及び子会

社に関しても整理再構築による最適化を継続的に進めておりますが、このグループ組織再構築が計画通

りに進まない場合には、当社の事業展開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。  

 また、この度の整理再構築に伴い、グループにおける一部商品の取扱終了及び一部事業の業務終了を

決定しており、今後は複数の商品、事業を組み合わせた提案の範囲についても、得意分野へ集中特化す

る方向性であります。取扱終了商品及び終了事業の決定に当たっては、慎重に検討を重ねてまいりまし

たが、商品、事業のカバー範囲が狭まることにより、当社の業績等に重大な影響が生じる可能性があり

ます。 

  

③SBIホールディングス・グループとの戦略的業務提携の推進及び資本提携について 

当社は、平成17年９月、SBIホールディングス・グループと戦略的業務提携の推進及び資本提携につ

いて合意しております。  

 当社がSBIホールディングス・グループを対象として発行している転換社債型新株予約権付社債につ

いて、償還期限である平成21年9月までにその大部分が株式に転換されない場合、当社は社債の償還資

金が必要となります。その場合、当社の事業展開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

  

④新技術・製品の開発について 

新たな技術の研究開発においては、暗号アルゴリズムに関する知識だけでなく、情報セキュリティ全



般における知識を確保することが必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するため

の社内教育体制の整備にも重点を置いております。しかし、情報セキュリティ業界の急速な技術変化に

より当社技術の陳腐化が生じた場合、当社事業において次世代技術への円滑な移行が困難となる場合、

又は、何らかの要因により当社における技術変化への対応が困難となった場合においては、当社の事業

展開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

  

⑤知的所有権について 

現在申請中もしくは今後申請する特許等について、第三者が特許を取得した場合又は当社が認識しな

い特許が既に成立している場合、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能性な

らびに当該特許使用にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、これらの場合、当社の業績に

悪影響を与える可能性があります。  

 また、一般的にソフトウェアプログラムの技術に係わる知的所有権等については、権利の範囲が必ず

しも明確であるとは言えず、工業所有権等を取得している場合においても、これらの強力な保護が得ら

れない可能性があります。  

 なお、当社においては、今後知的所有権の重要性が一層高まるものと認識しており、法務担当の人員

拡充ならびにスキルアップ、さらに専門家等との連携強化を図る方針でありますが、十分な対応が図れ

ない場合には、当社の事業戦略及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥製品の不具合等について 

当社の製品等において誤作動・不具合等が生じた場合には、当該原因が当社に責任のある要因による

ものであった場合については、損害賠償責任の発生やアライアンス企業及びエンドユーザーの当社に対

する信頼喪失により、当社事業は悪影響を受ける可能性があります。 

  

⑦人材の確保及び育成について 

当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えてお

ります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び新製

品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。また、

情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等を持つ人材に対

する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコストが生じる

等の可能性があります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業績等に重要な

影響を及ぼす可能性があります。  

  

  ⑧受託開発事業について 

当社は、第３四半期より早期の収益回復策及び顧客のニーズをより深く把握し、顧客の状況に応じた

最適なセキュリティ提案を可能にする新たな技術提供形態として、受託開発事業の再構築及び強化を進

めております。  

 受託開発事業については、原則として請負契約にて受注を受け、納期までにシステム・開発を終え、

検収を頂くことにより収益を計上しております。開発進捗及びプロジェクト管理等について、当初計画

より大幅なズレが生じた場合、特に大規模案件にてトラブルが発生した場合には、当社の業績等に重要

な影響を及ぼす可能性があります。  

また、受注時に顧客へ提示した納期について大幅な遅延が生じた場合、損害賠償責任の発生の可能性が

あります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業績等に重要な影響を及ぼす



可能性があります。  

    

⑨上場の維持について 

当グループは、当連結会計年度において、グループ戦略及び今後の事業展開の見通しの変更に伴って

の特別損失計上等により、1,995,744千円の当期純損失を計上した結果、146,157千円の債務超過になっ

ております。  

 当該状況について、今期事業計画に従い、保有株式の売却等、当期中の債務超過のための各種施策を

早急に実施してまいりますが、計画の進捗が遅延し平成20年３月期末時に債務超過解消が実現しなかっ

た場合、東証マザーズ市場の上場廃止基準への抵触により当社株式が上場廃止となる可能性があり、株

価及び株式の市場流動性について重大な影響が生じる可能性があります。  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は平成18年６月30日開催の取締役会において、株式会社コアサイエンスと株式交換により、当社が株式会社

コアサイエンスの発行済株式総数の全株数を取得し、完全子会社とする旨の株式交換契約について決議し、同日付で

株式交換契約を締結いたしました。同契約は、平成18年７月３日開催の株式会社コアサイエンス臨時株主総会におい

て承認され、平成18年８月１日に株式交換が実施されております。 

 (注）株式会社コアサイエンスは、平成18年７月18日付で商号を株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション

に変更しております。 

(1) 株式交換の目的 

株式交換に「グループ戦略」を推進するうえで情報セキュリティを組み込んだシステム構築サービスを新たに加

え、当社のソリューション・ラインアップの一層の充実を図ることであります。 

(2) 株式交換比率 

当社株式１株に対し、株式会社コアサイエンスの株式1.845株を割当てます。 

(3) 株式交換比率の算定根拠 

当社が依頼した第三者機関である出縄公認会計士事務所は、当社については市場株価方式、株式会社コアサイエ

ンスについては、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）を用い、両社の株式交換比率を算定いた

しました。 

これらの算定結果を参考に当事者で協議し、株式交換比率を決定いたしました。 

(4) 株式交換期日 

平成18年８月１日 

(5) 株式交換により発行する新株式数 

普通株式1,107株 

(6) 株式交換完全子会社の資産・負債の状況 

 
(7) 株式交換完全親会社となる会社の資本金・事業の内容（当該株式交換後） 

資本金 1,306百万円 

事業内容 情報セキュリティ事業 

   （注）本株式交換により、株式会社シーフォーテクノロジーの資本金は増加いたしません。 

  

  

流動資産 414,067千円 流動負債 620,054千円

固定資産 56,144千円 固定負債 149,466千円

資産合計 470,212千円 負債合計 769,521千円



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、情報セキュリティ分野の先端技術に関する研究及びその技術を核とした製品及びサー

ビスの提供を進めております。 

研究開発は、当社R&D事業本部内の電子透かしチーム、研究チーム及び開発チームにおいて推進されて

おります。まず、アルゴリズムの研究等の基礎研究及び情報セキュリティ関連規格、技術・製品・ビジネ

スモデルの調査研究考案等の技術支援を研究チームで行い、透かし技術の研究等の基礎応用を電子透かし

チームで行い、開発チームでは、アルゴリズムの実装・性能評価・検証、更に製品化までを行っておりま

す。これら研究開発スタッフは、14名（平成19年３月31日現在）であります。 

当連結会計年度における研究成果といたしましては、暗号技術については、要素技術の調査・研究、ま

た暗号技術等の認定取得作業等を行い、電子透かし技術については、印刷物への応用として地紋及び印刷

物のトレサビリティが確認できるソリューションの研究、映像への動画透かし、音楽への透かし等を研究

開発してまいりました。また、複素数データに対応可能なニューラルネットワークの研究も行っておりま

す。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は69,003千円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであ

ります。 

  

（1）財政状態の分析 

   （流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,566,950千円（前連結会計年度末は3,196,291千円）

となり、1,629,340千円減少いたしました。これは、現金及び預金が減少（1,833,385千円から537,219

千円へ1,296,165千円減少）したこと、及び短期貸付金が減少（404,761千円から168,450千円へ236,311

千円減少）したことがその主な要因であります。 

  

  （固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は2,397,460千円（前連結会計年度末は2,097,946千円）と

なり、299,513千円増加いたしました。これは、投資有価証券の減少により一部相殺されたものの、の

れんが新規発生により増加（487,345千円）したことがその主な要因であります。なお、長期貸付金が

新規発生により975,818千円増加しておりますが、当該貸付における貸倒引当金も934,388千円新規発生

しており、固定資産合計の残高における影響は軽微であります。 

  

  （流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、754,880千円（前連結会計年度末は421,034千円）とな

り、333,846千円増加いたしました。これは、1年以内返済予定長期借入金の減少により一部相殺された

ものの、短期借入金が新規発生により増加（250,000千円）したこと、及びその他が増加（71,061千円

から168,590千円へ97,528千円増加）したことがその主な要因であります。 

  

  （固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、3,355,688千円（前連結会計年度は3,274,900千円）と

なり、80,788千円増加いたしました。これは、社債の減少により一部相殺されたものの、退職給付引当

金が新規発生により増加（58,393千円）したこと、及び債務保証損失引当金が新規発生により増加

（50,000千円）したことがその主な要因であります。      

  

    （純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、△146,157千円（前連結会計年度末の資本の残高は

1,598,303千円）となり、1,744,461千円減少いたしました。これは、資本剰余金の増加などにより一部

相殺されたものの、利益剰余金が減少（△728,380千円から△2,724,125千円へ1,995,744千円減少）し

たことがその主な要因であります。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況、１．業績等の概要、

（２）キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

  

（3）経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は2,183,631千円、売上総利益は185,662千円、販売費及び一般管理費



は1,329,631千円、営業損失は1,143,968千円、経常損失は1,320,594千円、当期純損失は1,995,744千

円となりました。 

  

    （売上高） 

売上高は2,183,631千円（前年同期比58.7％増）となりました。これは、提出会社の売上高が低調で

あった一方、当連結会計年度の中間期末より連結対象となった株式会社 シーフォー ビジネスインテグ

レーションの下期売上高が寄与したことがその主な要因であります。 

  

    （売上総利益） 

売上総利益は185,662千円（前年同期比78.6％減）となりました。これは、売上増の主な要因であり

ます株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションの受託開発・システムインテグレーションカテ

ゴリの売上についての売上総利益率が15～25％と低いこと、及び提出会社と株式会社 シーフォー シス

テムデザインにおけるライセンス・製品における、償却費及び人件費を初めとする固定費的な製造原価

が負担となったことがその主な要因であります。 

  

（販売費及び一般管理費） 

販売費及び一般管理費は1,329,631千円（前年同期比60.3%増）となりました。これは、当連結会計年

度より連結対象となった株式会社 シーフォー システムデザイン、及び当連結会計年度の中間期末より

連結対象となった株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションにおける人件費、諸経費が算入さ

れたことがその主な要因であります。 

  

（営業損失） 

営業損失は1,143,968千円（前連結会計年度の営業利益39,353千円に比べ1,183,321千円減少）となり

ました。前述の売上総利益の減少、及び販売費及び一般管理費の増加によるものであります。 

  

（経常損失） 

経常損失は1,320,594千円（前連結会計年度の経常利益38,447千円に比べ1,359,042千円減少）となり

ました。営業外損益の主な内容は持分法による投資損失181,311千円であります。 

  

（特別損益） 

当連結会計年度において、特別損失として1,274,159千円を計上しております。この主な内容は、売

却した子会社等への貸付についての貸倒引当金繰入額681,388千円、セキュリティ製品についての製品

評価損113,317千円、市場販売目的ソフトウェアについての固定資産臨時償却費102,510千円でありま

す。  

 また、特別利益として、577,772千円を計上しております。この主な内容は、関係会社株式売却益

552,048千円であります。  

  



（当期純損失） 

税金等調整前当期純損失は2,016,981千円（前連結会計年度の税金等調整前当期純利益34,374千円に

比べ2,051,356千円の減少）となり、税効果会計適用後の法人税等負担額は△10,565千円（前連結会計

年度2,599千円に比べ13,164千円の減少）となりました。また少数株主損失は10,671千円となり、その

結果、当期純損失は1,995,744千円（前連結会計年度の当期純利益31,775千円に比べ2,027,520千円減

少）となりました。 

  

（4）今後の方針及び見通し 

今後のわが国における経済状況につきましては、中国・米国を初めとする他国経済の動向を慎重に見

守る必要はありながら、企業の設備投資は堅調に推移し、雇用の改善も見られることから、引き続き国

内景気はゆるやかに拡大していくものと予想されます。  

  こうした中、当社グループをとりまく情報セキュリティ業界におきましては、当連結会計年度と同

様、情報セキュリティ対策への投資について今後の拡大が期待される情勢の継続が見込まれておりま

す。  

 当社グループとしたしましては、当連結会計年度下半期より検討・実行を開始いたしました施策をさ

らに発展的に遂行してまいることにより、売上高の増大、および製造原価・売上原価の削減を見込んで

おります。  

 具体的には、現在の市場において高いレベルの技術者の不足等により、再度需要が高まっている受託

開発カテゴリについて積極的に推進し、強化してまいります。  

 この需要の高いカテゴリについて、当社の高い技術を持つエンジニアを配置し、その人員・ノウハウ

を軸に高品質のサービスを積極的に提供することにより、当カテゴリの早期収益化による収益改善を図

るとともに、これまでの「アライアンスパートナー戦略」により築かれたネットワークによる顧客アプ

ローチに加え、案件を遂行する過程においてより顧客状況、顧客ニーズを深く正確に捉えるというアプ

ローチが可能となります。  

 さらにこのアプローチと当社の高いレベルの基礎技術を融合させることで、当該顧客への技術ライセ

ンス・製品提供についてよりスムーズに、顧客ニーズに合致した提案を行ってまいり、またこれまでの

マーケティングスキームとの相乗効果によってより市場動向をきめ細かに把握することで、技術研究開

発・パッケージ製品開発の効率化、及び開発された当社ライセンス・パッケージ製品についても、より

広範な普及を進めることにより、他のカテゴリも含めた、全体としての売上高の増大を見込んでおりま

す。  

 また、平成18年８月に子会社化致しました株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションにつ

いては当連結会計年度の下半期より連結対象となっておりますことから、損益について下半期のみの算

入となっておりましたが、翌連結会計年度より通期での算入となることにより、今後のグループとして

の売上高の増大が見込まれます。  

 一方で、上記による営業販売の効率化に加え、グループ戦略の見直しに伴う子会社の整理再編、およ

び事業体制・スキームの整備を継続して行うこと等により、人件費を初めとする販売費・一般管理費に

ついても、大幅なコスト削減を断行いたします。これらの施策を着実に実行していくことにより、早期

での確固たる収益基盤の構築、及び収益力の向上を図ってまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の総額は124,161千円であり、主な内訳は、業務効率の向上と業容

拡大を図るためのパソコン、サーバ及び社内ネットワーク機器等への購入によるものが10,739千円、ま

た、自社製品製作用ソフトウェア及びアプリケーションソフトへの投資によるものが103,828千円であ

ります。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

（平成19年３月31日現在） 

 
(注) １ 建物の金額として表示されているのは、建物附属設備13,809千円であります。 

    ２ ソフトウェアの金額として表示されている金額は、販売用ソフトウェアを除いた金額であります。 

  

(2) 国内子会社 

（平成19年３月31日現在） 

 
(注) １ 建物の金額として表示されているのは、建物附属設備1,921千円であります。 

    ２ ソフトウェアの金額として表示されている金額は、販売用ソフトウェアを除いた金額であります。 

  

  

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物
工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

本社 
(東京都品川区)

①配線工事及び社内ネットワ
ーク機器等 
②自社製品製作用ソフトウェ
ア及びアプリケーションソフ
ト

13,809 16,661 419,024 449,495 52

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物
工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

株式会社シーフォー セ
ールスサポート

本社
(東京都
品川区)

①社内ネットワ
ーク機器等 
 

― 531 ― 531 ―

株式会社 シーフォー ビ
ジネスインテグレーショ
ン

本社 
(東京都
港区)

①配線工事及び
社内ネットワー
ク機器等 
②アプリケーシ
ョンソフト等

1,921 13,359 1,652 16,933 124

株式会社 シーフォー ビ
ジネスコンサルティング

本社 
(東京都
品川区)

①社内ネットワ
ーク機器等 
②アプリケーシ
ョンソフト等

― 508 ― 508 6

株 式 会 社 シ ー フ ォ
ー ＆ パソナテック マ
ネージメントサービス

本社 
(東京都
品川区)

①社内ネットワ
ーク機器等 
②アプリケーシ
ョンソフト等

― 2,232 301 2,533 3



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(新株引受

権付社債の権利行使を含む。以下同様。)により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 226,000

計 226,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 58,713.48 58,713.48
東京証券取引所
(マザーズ市場)

―

計 58,713.48 58,713.48 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

(平成14年６月27日 定時株主総会 特別決議) 

  

 
(注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切上げる。 

 
  

  

  

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 129 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 645 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 60,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年６月28日
至 平成24年６月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  60,000
資本組入額 30,000

同左

新株予約権の行使の条件

① 行使時においても当社の
取締役、監査役及び従業員
の地位を保有していること
を要する。ただし、権利行
使期間中に退任又は退職
(解任又は懲戒解雇、諭旨
免職を除く。)により対象
者としての地位を喪失した
場合は、喪失後６ヶ月に限
り新株予約権の行使を認め
る。

② 新株予約権者の相続人に
よる新株予約権の行使は認
めない。

③ その他の条件について
は、本株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と対
象者との間で締結する「新
株予約権申込証兼新株予約
権割当契約」に定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めないものと
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価格

＝
調整前 
行使価格

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



② 新株予約権付社債 

 
(注) １ 各新株予約権の行使により発行する当社普通株式数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を転換価額

(ただし、下記(注２)(2)または(3)によって修正または調整された場合は修正後または調整後の転換価額)で

除して得られる最大整数とする。この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調

整は行わない。 

２ (1) 新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行価額100,000千円と同額とする。 

(2) 新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額は、当初211,050円とするが、本新株予約権付

社債の発行後、平成18年３月17日を第１回とし、平成21年までの毎年３月の第３金曜日(以下「決定日」

という。)の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで(当日を含む。)の５連続取引日(ただし、終値のな

い日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下

「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値

(気配表示を含む。)の平均値の１円未満を切り上げた金額が当該決定日における有効な転換価額を１円

以上下回る場合には、それぞれ上記の方法で計算された終値の平均値と同額（ただし決定日現在の転換

価額の70％未満となる場合、転換価額は決定日現在における有効な転換価額の70％にあたる金額で１円

未満を切り上げた金額とする。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間

内に、下記(3)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、本新株予約権付社債

の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成17年９月22日発行）

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 30 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 20,306（注１）   同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり147,735（注２） 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年９月26日
至 平成21年９月21日 
      （注３）

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  147,735（注２）
資本組入額 73,868

同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき繰上償
還した場合又は当社が本社
債につき期限の利益を喪失
した場合には、償還日又は
期限の利益の喪失日以降本
新株予約権を行使すること
はできない。また、各新株
予約権の一部行使はできな
いものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は商法
第341条ノ２第４項の定め
により本社債と本新株予約
権のうち一方のみを譲渡す
ることはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

新株予約権付社債の残高（千円） 3,000,000 同左



(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は当社普通株式を

処分するときは、次の算式により調整される。 

 
また、転換価額は、株式分割により普通株式を発行する場合又は当社普通株式の時価を下回る価額をも

って当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる

新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整され

る。なお、転換価額調整式の計算については円位未満２位まで算出し、少数第２位を切り捨てる。 

３ 当社が本社債を繰上償還する場合においては、本新株予約権の全部を同時に無償で消却する。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

 
既発行株式数＋

新発行・
処分株式数

×
１株当たりの 
発行・処分価額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 有償第三者割当 

 
割当先   株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

２ 株式１株を５株に分割 

３ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

 
４ 第６期中(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日)の新株引受権行使による増加であります。 

５ 株式会社エム研との合併 

合併比率 株式会社エム研株式１株につき当社株式0.69株の割合 

６ 第７期中(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)の新株引受権行使による増加であります。 

７ 有償第三者割当 

 
主な割当先 ＢＬグロース１号投資事業組合及びステーシアセレクト投資事業組合 

８ 第８期中（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の新株予約権行使及び新株引受権行使による増

加であります。 

９ 第９期中（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の新株予約権行使及び新株引受権行使による増

加であります。 

10 イージーシステムズ株式会社との株式交換 

   発行価額   6,888,186円 

  資本金組入額    ― 円 

      (交換比率1：0.066)  

11 株式会社コアサイエンスとの株式交換 

   発行価額   203,688,000円 

 資本金組入額     ― 円 

      (交換比率1：1.845) 

12 第10期中（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の新株予約権行使及び新株引受権行使による増

加であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年９月28日
(注)１

150 ― 22,500 ― 22,500 ―

平成14年12月６日
(注)２

23,720 ― ― ― ― ―

平成15年２月25日
(注)３

5,000 ― 95,625 ― 158,750 ―

平成15年３月31日
(注)４

5,200 39,650 60,000 496,375 600 300,905

平成16年１月20日
(注)５

2,194.2 ― 50,000 ― 19,271 ―

平成16年３月31日
(注)６

5,890 47,734.2 58,900 605,275 589 320,765

平成16年４月９日
(注)７

2,350 50,084.2 184,475 789,750 184,475 505,240

平成17年３月31日
(注)８

6,605 56,689.2 508,917 1,298,667 508,922 1,014,162

平成18年３月31日
      (注)９

246 56,935.2 7,417 1,306,084 7,422 1,021,584

平成18年４月１日
(注)10

651.28 57,586.48 ― 1,306,084 6,888 1,028,473

平成18年８月１日
(注)11

1,107 58,693.48 ― 1,306,084 ― 1,028,473

平成18年９月28日
(注)12

20 58,713.48 600 1,306,684 600 1,029,073

発行価格 300,000円 資本組入額 150,000円

発行価格 55,000円 引受価額 50,875円 発行価額 38,250円 資本組入額 19,125円

発行価格 157,000円 資本組入額 78,500円



(5) 【所有者別状況】 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式16.94株は、「個人その他」に16株「端株の状況」に0.94株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が12株含まれています。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 2 11 40 18 10 4,065 4,146 －

所有株式数 
(株)

－ 228 694 21,425 1,468 101 34,782 58,698 15.48

所有株式数 
の割合(％)

－ 0.39 1.18 36.50 2.50 0.17 59.26 100.0 －

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社フォーカスシステムズ 東京都品川区東五反田２丁目７－８ 19,200 32.701

三住 光男 神奈川県横浜市南区 10,080 17.168

株式会社シーエスエルホールデ
ィングス

東京都新宿区大京町23番地３ 1,107 1.885

副島 厚子 東京都小平市 987 1.681

株式会社エヌ・ティ・ティ・デ
ータ

東京都江東区豊洲３丁目３－３ 750 1.277

東 光博 千葉県浦安市 525 0.894

安斉 浩子 東京都品川区 400 0.681

野口 英光 東京都目黒区 385 0.655

太田 一男 神奈川県茅ヶ崎市 365 0.621

藤本 克広 東京都小平市 348 0.592

計 34,147 58.155



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12株(議決権12個)含まれ

ております。 

２ 「端株」欄には当社所有の自己保有株式の0.94株が含まれます。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか、当社保有の自己株式(端株)0.94株があります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    16
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 58,682 58,682 ―

端株 普通株式  15.48 ― ―

発行済株式総数 58,713.48 ― ―

総株主の議決権 ― 58,682 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社シーフォーテク
ノロジー

東京都品川区上大崎2丁目
13-17

16 ― 16 0.02

計 ― 16 ― 16 0.02



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

平成14年６月27日の第５期定時株主総会において決議されたストックオプション制度 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査

役及び従業員に対しストックオプションとしての新株予約権を発行することを、平成14年６月27日の第

５期定時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役、監査役及び従業員の内22名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,195株を上限とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的とな

る株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権の

うち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨

てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承

継される場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は

必要と認める株式数の調整を行う。

新株予約権の行使時の払込金額

 

１株あたりの払込金額は、金60,000円とする。

なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算

式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価格

＝
調整前
行使価格

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

新株予約権の行使期間 平成16年６月28日から平成24年６月27日まで

新株予約権の行使の条件 ① 行使時においても当社の取締役、監査役及び従業員の地位を保有して

いることを要する。ただし、権利行使期間中に退任又は退職(解任又は

懲戒解雇、諭旨免職を除く。)により対象者としての地位を喪失した場

合は、喪失後６ヶ月に限り新株予約権の行使を認める。

② 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

③ その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当

社と対象者との間で締結する「新株予約権申込証兼新株予約権割当契

約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第220条ノ６による取得 

 
  

会社法第155条第９号による取得 

 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  

【株式の種類等】 旧商法第220条ノ６及び会社法第155条第９号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 12.54 2,147,734

当期間における取得自己株式 0.43 18,490

区分

最近事業年度 最近期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行
った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他（－） ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 16.94 ─ 17.37 ─



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、利益を事業拡大のための資

金に充てることにより企業価値の拡大を図り、強固な経営基盤を確立することを優先する方針であるた

め、当面は配当による利益還元を見送る予定であります。 

今後につきましては、各期の経営成績を考慮に入れ利益配当を検討していく方針であります。 

なお、当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、株主総会であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 250,000 305,000 467,000 503,000 293,000

最低(円) 108,000 117,000 163,000 161,000 34,500

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 132,000 110,000 80,600 70,900 66,900 57,000

最低(円) 97,200 63,800 62,700 53,100 55,300 34,500



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

― 三 住 光 男 昭和32年11月10日

昭和51年４月 積水ハウス株式会社入社

(注)2 10,080

昭和54年６月 株式会社新教育入社

昭和60年５月 ソートセンター開業

平成６年７月 株式会社スペースリンク専務取

締役就任

平成９年10月 当社取締役就任

平成10年５月 当社代表取締役就任(現任)

平成10年７月 デジコン株式会社 取締役就任

取締役 R&D事業本部長 野 口 英 光 昭和42年８月24日

平成元年４月 株式会社富士ソフトウェア入社

(注)2 385

平成７年４月 有限会社イーグル代表取締役就

任

平成８年４月 株式会社スペースリンク入社

平成11年４月 株式会社ビィーシステム代表取

締役就任

平成13年２月 当社入社

平成14年６月 当社取締役副社長就任(現任）

平成18年５月 当社R&D事業本部長就任（現

任）

取締役 経営企画室長 安 斉 浩 子 昭和38年４月８日

昭和61年４月 日本テキサス・インスツルメン

ツ株式会社入社

(注)2 400

平成４年３月 株式会社アスキー入社

平成５年５月 キュー・エム・エス・ジャパン

株式会社入社

平成11年10月 デジコン株式会社入社

平成12年１月 当社入社

平成12年10月 当社取締役就任

平成13年４月 当社専務取締役就任(現任)

平成18年１月 当社経営企画室長就任(現任)

取締役 システム管理室長 鈴 木 良 友 昭和39年７月６日

平成元年７月 有限会社スタジオディグ入社

(注)2 280

平成２年10月 株式会社サイドワン入社

平成６年５月 株式会社風雅書房入社

平成９年１月 株式会社スペースリンク入社

平成９年10月 当社取締役就任

平成10年５月 当社取締役辞任

平成12年４月 当社入社

平成12年10月 当社取締役就任(現任)

平成18年５月 当社システム管理室長就任 (現

任）

取締役 IS事業本部長 三 輪 芳 久 昭和45年５月３日

平成３年４月 株式会社南日本情報処理センタ

ー入社

(注)2 -

平成10年10月 学校法人津曲学園鹿児島国際大

学情報処理センター入社

平成12年１月 ネクストコム株式会社入社

平成16年４月 株式会社ネットワークバリュー

コンポネンツ入社

平成16年11月 当社入社

平成17年４月 当社IS事業本部長就任（現任）

平成17年６月 当社取締役就任(現任)

平成17年10月 当社コンサルティング部長就任



 
(注)１ 監査役森啓一及び監査役太田實は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 SS事業本部長 若 月 文 男 昭和31年９月１日

昭和59年９月 株式会社デジタルリサーチジャ

パン入社

(注)2 -

昭和62年３月 株式会社エム・ピー・テクノロ

ジー常務取締役就任

平成12年12月 ソフトバンクECホールディング

株式会社入社

平成16年10月 株式会社セーフリード（現 株

式会社 シーフォー セールスサ

ポート）代表取締役社長就任

平成18年６月 当社取締役就任(現任) 

当社アライアンスパートナー戦

略推進担当就任

平成18年11月 当社SS事業本部長就任（現任）

常勤監査役 ― 中 島 汎 仁 昭和14年11月１日

昭和38年４月 日本電信電話公社（現 日本電

信電話株式会社）入社

(注)3 65

平成４年４月 NTTラーニングシステムズ株式

会社常務取締役就任

平成12年８月 株式会社トーメンメディアコム

入社

平成13年12月 当社顧問就任

平成14年６月 当社取締役就任

平成16年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 森  啓 一 昭和38年９月３日

平成元年10月 監査法人トーマツ入社

(注)3 25

平成７年８月 吉田税務会計事務所入所

平成10年10月 株式会社フォーカスシステムズ

入社

平成14年６月 当社監査役就任(現任)

平成18年６月 株式会社フォーカスシステムズ

取締役管理本部長兼経営企画室

長就任（現任）

監査役 ― 太 田  實 昭和６年12月22日

昭和25年５月 株式会社ホテルニューグランド

入社

(注)3 40
昭和33年９月 長谷川会計事務所入所

昭和63年９月 税理士太田實事務所開業 所長

（現任）

平成16年６月 当社監査役就任（現任）

計 11,275



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

経営の透明性やコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中で、当社は、経営環

境変化に迅速に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し維持していくことを重要

な課題であると考えております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施の状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況（取締役および監査役は、平成19年３月31日現在の状況であります。） 

  

 

  

・取締役会 

 取締役会は６名の取締役で構成され、月１回の定時取締役会開催に加え、重要案件が生じたときに

は、臨時取締役会を都度開催しております。また、監査役３名も出席し、取締役の職務の執行を監督

しております。付議内容は、月次の業績及び取締役会規程に定められた経営判断事項であり、迅速に

決議できる体制を整えております。 

 なお、当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

・監査役会、監査役監査及び会計監査 

 当社の監査役会は３名（内社外監査役２名）で構成されており、月１回監査役会を開催しコーポレ

ート・ガバナンスの実効性を確保するように努めております。また各監査役は、取締役会のみならず

重要な会議に出席して、取締役の職務執行を監督できる体制になっております。  

 なお、当社では、現在の規模、人員構成では社外取締役を複数名置いて、経営と業務執行を分離す

る委員会制度の採用は時期尚早であり、実態的にも監査役制度をガバナンスの軸とする従来型の経営

形態が当社にふさわしいと判断し、監査役制度を採用しております。 

 会計監査につきましては、会社法及び証券取引法の規定に基づき、財務諸表について前期よりあず

さ監査法人により監査を受けております。業務を執行した公認会計士は指定社員潮来克士氏及び指定

社員浅岡伸生氏であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士５名、会計士補13名の合計18名

であります。監査役会とあずさ監査法人は、年２回の定期的な会合のほか、必要に応じて臨時に会合

を持ち監査計画やその他監査業務に関する情報提供等の連絡をとり緊密な連携体制を築いておりま

す。 



・内部監査制度 

 当社では、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化、能率の向上及び資産の保全に資す

ることを目的として、各ライン組織から独立した社長直轄の部署である経営企画室により、内部監査

を実施しております。また、必要に応じ監査役との会合を持ち緊密な連携体制を築いております。 

・コンプライアンス及びリスク管理体制 

 コンプライアンスについては、顧問弁護士等社外専門家と密接な関係を保ち、経営に法的な統制が

働く仕組みを構築しております。 

 リスク管理体制については、事業継続計画を策定し、災害や重大なセキュリティ事故等による損害

を最小限にとどめ、かつ早期に復旧させるため迅速で確実な行動をとるべく対策を講じております。

 また、当社は、情報セキュリティを事業としており、投資家や顧客等の利害関係者をはじめとして

社会からの信頼を得るために、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)の確立が重要であると

の認識のもと、情報セキュリティマネジメントシステムの英国基準BS7799及び財団法人日本情報処理

開発協会(JIPDEC)基準「ISMS適合性評価制度」の認証を全社で取得し、情報セキュリティ上のリスク

管理を行っております。 

  

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

状況 

 社外取締役は選任しておりません。社外監査役の森啓一氏及び太田實氏は、当社の株式を下記のと

おり保有しておりますが、取引関係及び利害関係はありません。 

  

 
              

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間（最近事業年度の末日からさ

かのぼって１か年）における実施状況 

 当社では、内部統制がますます重要視されている情勢に鑑み、代表取締役社長直轄の経営企画室

（３名）に内部監査機能を担当させ、年２回の定例内部監査を実施いたしました。同部門は、業務活

動全般に関して、その妥当性や会社資源の活用状況、法律・法令・社内諸規定の遵守状況についての

監査業務を遂行しております。また、管理本部内に法務担当を置き、法律事務所との窓口及び法令遵

守のための業務を行っております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

当社の取締役に対する報酬の総額は88,907千円であります。なお、社外取締役はおりません。また、

監査役に対する報酬の総額は10,050千円であり、内社外監査役に対する報酬は4,200千円であります。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は27,000千円であります。なお、上記

以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

社外監査役の氏名
所有株式数 

(株)

森   啓 一 25

太 田   實 40



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,833,385 537,219

 ２ 受取手形及び売掛金 798,576 639,505

 ３ たな卸資産 145,269 150,181

 ４ 短期貸付金 404,761 168,450

 ５ その他 14,298 81,644

   貸倒引当金 ― △10,050

   流動資産合計 3,196,291 60.4 1,566,950 39.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 26,550 28,372

    減価償却累計額 △10,463 16,086 △12,641 15,730

  (2) 工具器具備品 88,571 100,926

    減価償却累計額 △59,206 29,365 △67,633 33,292

   有形固定資産合計 45,452 0.8 49,023 1.3

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 974,028 505,763

  (2) ソフトウェア仮勘定 ― 371,061

  (3) のれん ― 487,345

  (4) その他 122 86

   無形固定資産合計 974,151 18.4 1,364,256 34.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 1,008,315 812,946

  (2) 長期貸付金 ― 975,818

  (3) その他 70,027 129,803

    貸倒引当金 ― △934,388

   投資その他の資産合計 1,078,342 20.4 984,180 24.8

   固定資産合計 2,097,946 39.6 2,397,460 60.5

   資産合計 5,294,237 100.0 3,964,410 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 221,058 212,394

 ２ 短期借入金 ― 250,000

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

72,600 24,896

 ４ １年以内償還社債 40,000 40,000

 ５ 未払法人税等 7,074 ―

 ６ 賞与引当金 9,240 59,000

 ７ その他 71,061 168,590

   流動負債合計 421,034 7.9 754,880 19.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 260,000 220,000

 ２ 転換社債型
   新株予約権付社債

3,000,000 3,000,000

 ３ 長期借入金 14,900 15,006

 ４ 退職給付引当金 ― 58,393

 ５ 債務保証損失引当金 ― 50,000

 ６ その他 ― 12,288

   固定負債合計 3,274,900 61.9 3,355,688 84.7

   負債合計 3,695,934 69.8 4,110,568 103.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,306,084 24.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,021,584 19.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △728,380 △13.7 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※３ △985 △0.0 ― ―

   資本合計 1,598,303 30.2 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

5,294,237 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,306,684 33.0

 ２ 資本剰余金 ― ― 1,232,761 31.1

 ３ 利益剰余金 ― ― △2,724,125 △68.7

 ４ 自己株式 ― ― △3,133 △0.1

   株主資本合計 ― ― △187,812 △4.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 12,319 0.3

   評価・換算差額等合計 ― ― 12,319 0.3

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 29,334 0.7

   純資産合計 ― ― △146,157 △3.7

   負債純資産合計 ― ― 3,964,410 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,375,647 100.0 2,183,631 100.0

Ⅱ 売上原価 507,005 36.9 1,997,968 91.5

   売上総利益 868,641 63.1 185,662 8.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 役員報酬 97,371 170,380

 ２ 給料手当 286,274 410,077

 ３ 減価償却費 62,660 65,327

 ４ 賞与引当金繰入額 5,730 9,387

 ５ 退職給付費用 ― 1,467

 ６ 貸倒引当金繰入額 ― 52,290

 ７ 支払手数料 84,426 ―

 ８ その他 292,825 829,288 60.2 620,700 1,329,631 60.9

   営業利益 
   又は営業損失（△）

39,353 2.9 △1,143,968 △52.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4,119 12,557

 ２ 投資有価証券売却益 14,509 ―

 ３ 為替差益 ― 4,179

 ４ その他 4,153 22,781 1.6 16,715 33,452 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7,255 18,829

 ２ 持分法による投資損失 10,390 181,311

 ３ 投資事業組合損失 ― 2,938

 ４ その他 6,041 23,687 1.7 6,999 210,078 9.6

   経常利益 
   又は経常損失（△）

38,447 2.8 △1,320,594 △60.5

Ⅵ 特別利益

 １ 関係会社株式売却益 ― 552,048

 ２ 債務保証損失引当金戻入 ― 17,000

 ３ 持分変動利益 ― ― 8,723 577,772 26.5



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 関係会社株式売却損 3,334 ―

 ２ 固定資産除却損 ※２ 738 11,729

 ３ 貸倒引当金繰入額 ― 681,388

 ４ 製品評価損 ― 113,317

 ５ 投資有価証券評価損 ― 71,174

 ６ のれん償却額 ― 85,554

 ７ 固定資産臨時償却費 ― 102,510

 ８ 減損損失 ※３ ― 88,838

 ９ その他 ※４ ― 4,073 0.3 119,646 1,274,159 58.4

   税金等調整前 
   当期純利益 
   又は税金等調整前 
   当期純損失（△）

34,374 2.5 △2,016,981 △92.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,599 6,041

   法人税等調整額 － 2,599 0.2 △16,607 △10,565 △0.5

   少数株主損失 ― ― 10,671 0.5

   当期純利益 
   又は当期純損失（△）

31,775 2.3 △1,995,744 △91.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,014,162

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 新株予約権の行使による
新株の発行

7,200

２ 新株引受権の行使による
新株の発行

222 7,422

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,021,584

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △718,213

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 31,775 31,775

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 連結子会社増加による
  利益剰余金減少高

4,917

２ 持分法適用会社増加による
利益剰余金減少高 

37,024 41,942

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △728,380



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,306,084 1,021,584 △728,380 △985 1,598,303

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 600 600 1,200

 株式交換 210,576 210,576

 当期純損失 1,995,744 1,995,744

 自己株式の取得 △2,147 △2,147

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

600 211,176 △1,995,744 △2,147 △1,786,116

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,232,761 △2,724,125 △3,133 △187,812

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ─ ─ ─ 1,598,303

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,200

 株式交換 210,576

 当期純損失 1,995,744

 自己株式の取得 △2,147

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

12,319 12,319 29,334 41,654

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

12,319 12,319 29,334 △1,744,461

平成19年３月31日残高(千円) 12,319 12,319 29,334 △146,157



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益又は
   税金等調整前当期純損失（△）

34,374 △2,016,981

 ２ 減価償却費 398,176 551,273

 ３ 固定資産臨時償却費 ― 102,510

 ４ 減損損失 ― 88,838

 ５ のれん償却額 ― 121,237

 ６ 貸倒引当金の増加額 ― 733,678

 ７ 賞与引当金の増加額（減少額△） 600 △2,440

 ８ 債務保証損失引当金の減少額 ― △17,000

 ９ 受取利息及び受取配当金 △4,119 △12,779

 10 支払利息 7,255 18,829

 11 社債発行費 1,806 ―

 12 持分法による投資損失 10,390 181,311

 13 投資有価証券売却益 △14,509 ―

 14 投資有価証券評価損 ― 71,174

 15 固定資産除却損 738 10,609

 16 関係会社株式売却損 3,334 ―

 17 関係会社株式売却益 ─ △552,048

 18 売上債権の減少額（増加額△） △609,834 346,780

 19 たな卸資産の減少額（増加額△） △84,986 68,673

 20 仕入債務の増加額（減少額△） 158,526 △207,822

 21 その他 81,304 56,873

    小計 △16,941 △457,281

 22 利息及び配当金の受取額 2,837 12,867

 23 利息の支払額 △7,048 △19,382

 24 法人税等の支払額 △3,110 △9,797

   営業活動によるキャッシュ・フロー △24,263 △473,594

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △13,750 △20,885

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △333,479 △544,699

 ３ のれんの取得による支出 ― △10,000

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △820,000 △565,533

 ５ 投資有価証券の売却による収入 24,509 ―

 ６ 貸付による支出 △705,267 △930,101

 ７ 貸付金の回収による収入 330,636 606,341

 ８ 定期預金の解約による収入 140,000 ―

 ９ 関係会社株式売却による収入 14,500 ─

 10 株式交換による子会社資金受入額 ※２ ― 110,027

 11 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   売却による支出

※３ ― △6,396

 12 その他 △2,985 △35,538

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,365,838 △1,396,784



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額（減少額△） △91,667 152,000

 ２ 長期借入金の返済による支出 △106,603 △125,930

 ３ 転換社債型新株予約権付社債の 
   発行による収入

2,998,193 ―

 ４ 社債の償還による支出 △40,000 △40,000

 ５ 株式発行による収入 14,839 660

 ６ 自己株式の取得による支出 △906 △2,147

 ７ 少数株主に対する株式発行による収入 ― 44,000

 ８ 少数株主への清算配当の支払額 ― △3,993

   財務活動によるキャッシュ・フロー 2,773,856 24,588

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △376

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,383,754 △1,846,165

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 421,918 1,808,385

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
  増加額

2,712 550,000

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,808,385 512,219



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――

 当社グループは、当連結会計年度において、グループ

戦略及び今後の事業展開の見直しに伴い、セキュリティ

製品の在庫の評価損113,317千円、販売用のソフトウェ

アの臨時償却費102,510千円及び自社利用のソフトウェ

アの減損損失88,458千円の計上等の抜本的な資産のリス

トラを実施、また、貸倒引当金繰入額681,388千円を計

上し、1,995,744千円の当期純損失を計上した結果、

146,157千円の債務超過になっております。当該状況に

より、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。

当社グループは当該状況を解消すべく下記項目を実施

することにより債務超過の解消を図ってまいります。 

① 収益モデルの変革  

 当社グループのコア技術を用いた情報セキュリティに

係るライセンス収入に依存した収益モデルから開発期間

が短く収益性の高いシステム開発を含む「受託開発」並

びに保守・運用及びセキュリティのコンサルティング業

務を基盤とした収益モデルへと体制を変革してまいりま

す。また、システム開発案件の受注から当社グループの

コア技術を用いたセキュリティ商材の提案へと派生させ

各種案件の獲得へと繋げてまいります。

② コストの見直し  

 組織を見直し、配置転換、余剰人員の整理及び役員報

酬の20％から50％のカットを行い、人件費その他の諸経

費について20％から30％のコスト削減を実施してまいり

ます。 

③ グループ戦略の見直し  

 これまでの合併や株式交換等の資本提携を中心とした

「グループ戦略」は、技術・製品開発コストの増大やマ

ーケティングスキームの整備の遅れ等を生み、収益獲得

のための体制改善への遅れに繋がっておりました。今後

は細分化しておりました各社事業を下記３社に集約して

中長期戦略に基づいた各社の役割を着実に遂行できる体

制を目指します。

(イ) 株式会社 シーフォーテクノロジー 

情報セキュリティ分野のコア技術を保持し、それ

に密接に関わる受託開発及びライセンス・製品提供を行

いながらグループ全体の統括を行う。 

(ロ) 株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネー  

     ジメントサービス 

株式会社パソナテックと連携を図りながら、情報セキ

ュリティに関するトータルソリューションを提供する。 

（なお、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティン

グ（情報セキュリティに関するコンサルテーションを提

供）は、今後、更なるシナジー効果を図る上で、株式会

社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメントサービ

スと合併を検討しております。）

(ハ) 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーショ 

     ン

情報セキュリティ分野を中心としたシステムインテグ

レーションサービスを提供する。



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――

④ 保有有価証券の整理

これまで当社グループは、「アライアンスパートナー

戦略」及び「グループ戦略」に基づき、投資により更な

る事業シナジーを期待できる企業及び事業の将来性を有

望視できる企業に投資をして参りました。その結果、貸

借対照表における投資有価証券残高は812,946千円とな

っており、その中には減損せざるを得なかった有価証券

が存在する一方、順調に事業を展開しており、企業価値

が向上している企業の有価証券も多数存在しておりま

す。これらの有価証券につきましては、グループ戦略を

含めた当社グループ中長期戦略の抜本的な見直しに伴

い、今後の事業展開のための保有の必然性を様々な角度

より慎重に判断致します。その判断に従い、事業進捗の

ために必要不可欠である有価証券についてのみ厳選して

保有することとし、その他の有価証券につきましては、

各会社の現況を考慮しつつ可及的速やかに譲渡等処分を

行うことで、利益及び資金の確保に努めてまいります。

連結財務諸表は継続企業を前提として、作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

 ㈱セーフリード

従来、非連結子会社であった㈱セ

ーフリードは、重要性が増したこと

により、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。

なお、非連結子会社はありませ

ん。

(1) 連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

㈱ シーフォー セールスサポー

ト（旧 ㈱セーフリード） 

㈱ シーフォー システムデザイ

ン（旧 イージーシステムズ

㈱） 

㈱ シーフォー ビジネスコンサ

ルティング 

㈱ シーフォー ＆ パソナテッ

ク マネージメントサービス 

㈱ シーフォー ビジネスインテ

グレーション 

ＣＭＳ投資事業組合 

㈱ シーフォー システムデザイン

（現 ㈱ミッドシステム）は、当連

結会計年度中に株式交換により完全

子会社となったため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めておりまし

たが、平成19年３月９日をもって所

有株式をすべて売却しております。 

 ㈱ シーフォー ビジネスコンサル

ティングは、当連結会計年度中に当

社の100%出資により設立したため、

当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。  

 ㈱ シーフォー ＆ パソナテック 

マネージメントサービスは、当連結

会計年度中に株式会社パソナテック

との合弁(出資比率60％)により設立

したため、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。  

 ㈱ シーフォー ビジネスインテグ

レーションは、当連結会計年度中に

株式交換により完全子会社となった

ため、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。  

 ＣＭＳ投資事業組合は、当連結会

計年度中に出資契約を締結したた

め、当連結会計年度より連結の範囲

に含めておりましたが、当連結会計

年度中に解散しております。  

 なお、非連結子会社はありませ

ん。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社の数

 ２社

   持分法適用の関連会社の名称

    ㈱カネット

    ネクスト・イット㈱

   従来、関連会社であった㈱カネッ

トは、平成17年10月12日に所有株式

をすべて売却したことにより関連会

社ではなくなったため、当下期より

持分法の適用の範囲から除外してお

ります。

   従来、関連会社であったメディカ

ル・データ・ビジョン㈱は、前期中

において持分比率減少により関連会

社ではなくなったため、当連結会計

年度より持分法適用の範囲から除外

しております。

   なお、持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社はありません。

(1) 持分法を適用した関連会社の数

 ２社

   持分法適用の関連会社の名称

    ネクスト・イット㈱

    ＭＨＳダイニング㈱

   ＭＨＳダイニング㈱は、当連結会

計年度に株式を追加取得したことに

より持分法適用関連会社となってお

ります。  

なお、持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社はありません。  

 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。

決算日が連結決算日と異なる場合の

内容等  

 連結子会社のうち、㈱シーフォー

システムデザインの決算日は９月末

日であります。連結財務諸表の作成

にあたって同社については、株式売

却日（平成19年３月９日）現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券

ａ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

  時価のないもの

   移動平均法による原価法を

採用しております。

① 有価証券

ａ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

  時価のないもの

   移動平均法による原価法を

採用しております。

   なお、投資事業有限責任組

合（証券取引法第２条第２項

により、有価証券とみなされ

るもの）については、組合の

決算書に基づいて、持分相当

額を純額で取り込む方法によ

っております。

② デリバティブ 

  時価法を採用しております。

② デリバティブ 

       同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③ たな卸資産

ａ 製品

     先入先出法による原価法を

採用しております。

ｂ 仕掛品

個別法による原価法を採用

しております。

ｃ 貯蔵品

最終仕入原価法を採用して

おります。

③ たな卸資産

ａ 製品

       同左

ｂ 仕掛品

       同左

ｃ 貯蔵品

       同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。

建物     ８～18年

工具器具備品 ２～15年

① 有形固定資産

       同左

   

② 無形固定資産

ａ 市場販売目的のソフトウェア

販売見込期間(３年)による定額

法を採用しております。

② 無形固定資産

ａ 市場販売目的のソフトウェア

       同左

ｂ 自社利用目的のソフトウェア

社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法を採用してお

ります。

ｂ 自社利用目的のソフトウェア

社内における見込利用可能期間

(３年又は５年)による定額法を採

用しております。

ｃ 著作権

社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法を採用してお

ります。

ｃ      ―――――

③ 長期前払費用

    定額法を採用しております。

③ 長期前払費用

       同左  

(3) 重要な繰延資産の処理 ①  社債発行費 ①      ―――――

   方法 支出時に全額費用として処理し

ております。

②      ――――― ② 株式交付費

支出時に全額費用として処理し

ております。

（繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い）

 当連結会計年度から、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会 平

成18年８月11日 実務対応報告第

19号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

   なお、当連結会計年度において

計上額はありません。

① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

   

② 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度負担額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

       同左  

   

③         ―――――

  

③ 退職給付引当金

   一部の連結子会社の従業員の退

職給付に備えるため、期末自己都

合要支給額に基づき、当連結会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。

④         ―――――

 

④ 債務保証損失引当金

   関係会社の保証債務の履行に伴

い発生する損失に備えるため損失

見込額を計上しております。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。

   ―――――

   

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金利息

 

   

③ ヘッジ方針

   金利変動リスクのヘッジ、資金

調達コストの低減等を目的として

金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

   

④ ヘッジの有効性評価の方法

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。

なお、ヘッジ会計を適用した金

利スワップ契約は当連結会計年度

内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手

段及びヘッジ対象とも消滅してお

ります。

   

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の処理方法 

       同左  

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

       同左  

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結子会社は、新規設立に伴うもので

あり連結調整勘定は発生しておりませ

ん。

   ―――――

７ のれんの償却に関する事

項

   ――――― のれんは、５年間又は10年間で均等償

却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

利益処分又は損失処理の取扱い方法に

ついては、連結会計年度中に確定した

利益処分又は損失処理に基づいており

ます。

   ―――――

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。

       同左  



会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

△175,492千円であります。  

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

―――――― （企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― （連結貸借対照表）

前連結会計年度において無形固定資産の「ソフトウェ

ア」に含めて表示しておりました「ソフトウェア仮勘

定」（前連結会計年度87,185千円）については、重要性

が増したため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。 

―――――― （連結損益計算書） 

前連結会計年度において独立掲記しておりました「支

払手数料」（当連結会計年度112,700千円）は、販売費

及び一般管理費の合計の10/100以下であるため、当連結

会計年度においては販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 関連会社に対するものは次のとおりです。

投資有価証券（株式） 51,875千円

※１ 関連会社に対するものは次のとおりです。

投資有価証券（株式） 61,648千円

※２ 当社の発行済株式総数

普通株式 56,935.2株

※２        ─────

※３ 自己株式の保有数

    連結会社及び関連会社が保有する連結財務諸表

提出会社の株式の数は、以下のとおりでありま

す。

普通株式 4.4株

※３        ─────

 ４        ――――――  ４ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行

と当座貸越契約を締結しております。 

 この契約に基づく当連結会計年度末における当

座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額 250,000千円

借入実行残高 250,000千円

   差引 ― 千円

 ５        ――――――  ５ 保証債務

    連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

㈱シーエスエルホールディングス 129,077千円

債務保証損失引当金 50,000千円

   差引 79,077千円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 81,007千円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 69,003千円

※２ 固定資産除却損の内容は、工具器具備品738千円

であります。

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 3,068千円

工具器具備品 6,633千円

ソフトウェア 2,026千円

  計 11,729千円

※３        ――――――

 

 

※３ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都品川区 遊休資産  ソフトウェア

東京都港区 遊休資産  電話加入権

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   自社利用ソフトウェア及び電話加入権について

は、グループ戦略及び今後の事業展開の見直しのた

め、現在遊休資産となっており当初想定していた収

益を見込めなくなったため、減損損失を認識してお

ります。

 (3) 減損損失の金額

 ソフトウェア 88,458千円

電話加入権 380千円

     計 88,838千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社グループは減損会計の適用にあたり、事業資

産については管理会計上の区分ごと、遊休資産はそ

れぞれ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行っ

ております。

 (5) 回収可能価額の算定方法

   当社グループの回収可能価額は使用価値を使用し

ておりますが、将来の使用見込みがないため、将来

キャッシュ・フローの見積りは行わず、使用価値＝

ゼロとしております。

※４        ―――――― ※４ その他の内容は、次のとおりであります。  

 契約変更損 73,222千円

 賃貸借契約解約損 26,095千円

 債権放棄損 20,328千円

     計 119,646千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式交換による増加               1,758.28株 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加    20株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 端株の買取りによる増加    12.54株 

  
３ 配当に関する事項 
   該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 56,935.2 1,778.28 ― 58,713.48

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4.4 12.54 ― 16.94



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

  現金及び預金勘定 1,833,385千円

  預入れ期間が３ヵ月
  を超える定期預金

△25,000千円

  現金及び現金同等物 1,808,385千円

 
 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

 現金及び預金勘定 537,219千円

 預入れ期間が３ヵ月
 を超える定期預金

△25,000千円

 現金及び現金同等物 512,219千円

 

※２       ――――――

 
 

 

※２ 株式交換により新たに連結子会社となった会社の

連結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに株式取

得価額と株式交換による子会社資金の受入額との関

係は次のとおりであります。

(1)㈱ シーフォー システムデザイン 
 連結開始時の資産及び負債の内訳

流動資産 277,974千円

固定資産 173,834千円

のれん 95,060千円

流動負債 △385,923千円

固定負債 △154,059千円

株式の取得価額 6,888千円

㈱ シーフォー システムデザ
  イン株式の取得価額

△6,888千円

㈱ シーフォー システムデザ
  インの現金及び現金同等物

34,862千円

株式交換による子会社資金の
 受入額

34,862千円

(2)㈱ シーフォー ビジネスインテグレーション 
  連結開始時の資産及び負債の内訳

流動資産 414,067千円

固定資産 56,144千円

のれん 503,521千円

流動負債 △620,054千円

固定負債 △149,466千円

株式の取得価額 204,213千円

株式交換比率算定費用 △525千円

㈱ シーフォー ビジネスイン
  テグレーション株式の取得価 
  額

△203,688千円

㈱ シーフォー ビジネスイン
  テグレーションの現金及び現 
  金同等物

75,165千円

株式交換による子会社資金の
 受入額

75,165千円

※３       ―――――― ※３ 株式の売却により連結子会社でなくなったことに

伴う売却時の会社の資産及び負債の主な内訳及び子

会社株式売却による支出は次のとおりであります。

㈱ シーフォー システムデザイン
 売却時の資産及び負債の内訳

流動資産 130,759千円

固定資産 45,874千円

流動負債 △686,823千円

固定負債 △41,316千円

関係会社株式売却益 552,048千円

㈱ シーフォー システムデザ
542千円



 

 イン株式の売却価額
㈱ シーフォー システムデザ

  インの現金及び現金同等物
△6,939千円

連結範囲の変更を伴う子会社
 株式の売却による支出

△6,396千円



(リース取引関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため、該当事項はあり

ません。 

  

(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

 
 当期の連結貸借対照表計上額は減損処理後の金額であります。当連結会計年度において、減損処理を行

い、投資有価証券評価損71,174千円を計上しております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、当該金額

区分

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額(千円)

差額
（千円）

取得価額
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（千円）

差額 
（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

 ① 株式 ― ― ― 30,000 60,200 30,200

小計 ― ― ― 30,000 60,200 30,200

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

 ① 株式 ― ― ― 14,933 12,136 △2,797

小計 ― ― ― 14,933 12,136 △2,797

合計 ― ― ― 44,933 72,336 27,403

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額（千円） 24,509 ―

売却益の合計額（千円） 14,509 ―

売却損の合計額（千円） ― ―

区分

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

(1) 関連会社株式 ― 61,648

(2) その他有価証券

 ① 社債 200,000 410,000

 ② 非上場株式 756,440 175,866

 ③ 投資事業有限責任組合への出
   資持分

― 93,095

合計 956,440 740,609



の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額については減損処理を行っております。 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 
  

区分

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

１年以内 
(千円)

１年超 
５年以内 
(千円)

５年超
１０年以内
(千円)

１０年超
(千円)

１年以内
(千円)

１年超
５年以内 
(千円)

５年超 
１０年以内 
(千円)

１０年超
(千円)

① 債券

  社債 ― 200,000 ― ― ― 410,000 ― ―

合計 ― 200,000 ― ― ― 410,000 ― ―



(デリバティブ取引関係) 

１．取引の状況に関する事項 

 
  

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いてお

ります。 

なお、ヘッジ会計を適用した金利スワップ契約は当連結会計年度内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象とも消滅しております。 

  

当連結会計年度末（平成19年３月31日） 

当連結会計年度において、株式交換により取得した一部の連結子会社が、金利スワップ取引を行って

おりましたが、連結決算日現在には金利スワップの契約はございません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

   当社は、変動金利支払の借入金について、将来の

金利変動リスクの回避、資金調達コストの低減等を

目的として、金利スワップ取引を利用しておりま

す。

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(1) 取引の内容及び利用目的等

    一部の連結子会社は、変動金利支払の借入金につ

いて、将来の金利変動リスクの回避、資金調達コス

トの低減等を目的として、金利スワップ取引を利用

しております。

  ① ヘッジ会計の方法

     繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、

特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用しております。

  

     

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     ヘッジ手段・・・金利スワップ

     ヘッジ対象・・・借入金利息

  

     

  ③ ヘッジ方針

     金利変動リスクのヘッジ、資金調達コストの

低減等を目的として金利スワップ取引を利用す

ることとしており、投機的な取引は行わない方

針であります。

  

     

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

     特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、ヘッジの有効性の判定は省略していま

す。

  

     

(2) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引については、現在、変動金利を

固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を利用

しているのみであり、投機的な取引は行わない方針

であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

   金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリス

クを有しております。

   なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高

い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断して

おります。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引の執行にあたっては、代表取締

役社長及び管理本部長の承認が必要であり、常に管

理本部長が取引の状況を把握しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社は、退職一時金制度等を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

一部の連結子会社は、確定給付企業年金制度を設けております。 

当連結会計年度においては、連結子会社中１社（株式会社シーフォービジネスインテグレーショ

ン）がこの確定給付企業年金制度を採用しており、当社及びその他の連結子会社はこの制度等を採用

しておりません。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

 
(注)  退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) １ 退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務等の算定にあたり、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載してお

りません。 

  

項目 金額(千円)

① 退職給付債務 △110,614

② 年金資産 52,220

③ 退職給付引当金(①-②） △58,393

項目 金額(千円)

 勤務費用(注)２ 9,600

 退職給付費用 9,600



(ストック・オプション等関係) 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
 （注）平成14年12月６日付株式分割（株式１株につき５株）による分割後の株式数に換算して記載  

    しております。 

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   当事業年度末において存在したストック・オプションを対象として、ストック・オプションの数   

 については、株式数に換算して記載しております。 

 ①ストック・オプション数 

 
  

 ②単価情報 

 
  

(税効果会計関係) 

平成14年
ストック・オプション

 付与対象者の区分及び数
当社取締役    ７名
 当社監査役   １名 
 当社従業員   14名

 ストック・オプション数 
 （注）

普通株式  1,195株

 付与日 平成14年６月27日

 権利確定条件
付与日（平成14年６月27日以降、権利確定日（平成
 16年６月28日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間
２年間 
（自 平成14年６月27日 至 平成16年６月27日）

 権利行使期間 平成16年6月28日から平成24年6月27日

平成14年 
ストック・オプション

権利確定前    （株） ─

  前事業年度末 ─

   付与 ─

   失効 ─

   権利確定 ─

   未確定残 ─

 権利確定後        （株）

  前事業年度末 665

   権利確定 ─

   権利行使 20

   失効 ─

   未行使残 645

平成14年
ストック・オプション

権利行使価格      （円） 60,000

行使時平均株価     （円） 136,000

 公正な評価単価（付与日）（円） ─



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

 たな卸資産未実現利益 1,303千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

賞与引当金損金算入限度超過額 3,759千円

未払事業税 1,946千円

評価性引当額 △10,887千円

繰延税金資産計 －千円

 (固定資産)

 固定資産未実現利益 14,804千円

繰越欠損金 398,830千円

その他 6,136千円

評価性引当額 △419,772千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債

―――――

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

(流動資産)

貸倒引当金否認 2,462千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

賞与引当金否認 24,007千円

未払事業税 2,316千円

未収入金 1,844千円

貸倒損失否認 2,621千円

製品評価損否認 46,108千円

未払金 3,264千円

評価性引当額 △56,770千円

繰延税金資産計 29,731千円

(固定資産)

固定資産未実現利益 10,022千円

繰越欠損金 726,237千円

固定資産償却超過額 45,796千円

減損損失否認 35,993千円

貸倒引当金否認 70,144千円

投資有価証券評価損否認 28,960千円

その他有価証券評価差額金 1,171千円

退職給付引当金否認 19,776千円

その他 45千円

評価性引当額 △916,627千円

繰延税金資産計 21,520千円

繰延税金負債

（固定資産）

その他有価証券評価差額金 12,288千円

繰延税金負債計 12,288千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

  課税所得が発生していないため、該当事項はありま

せん。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

  課税所得が発生していないため、該当事項はありま

せん。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付

帯業務の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当社及び連結子会社は、前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連

結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）において在外子会社及び重要な在外支店

がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18

年４月１日 至 平成19年３月31日）においては、海外売上がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社製品の販売については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

(2) セキュリティ製品仕入については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

(3) 開発業務の外注については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

株式会社 
フォーカス 
システムズ

東京都 
品川区

2,905,422
ソフトウェ 
ア開発・販 
売

（被所有）
直接 33.7

なし
営業上の
取引

当社製品の
販売 
(注)２(1)

5,133 売掛金 761

セキュリテ
ィ製品仕入 
(注)２(2)

5,007

買掛金 53
開発業務の
外注 
(注)２(3)

950



２ 子会社等 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。 

(2) 当社製品の販売については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

(3) セキュリティ製品仕入については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社製品の販売については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

(2) セキュリティ製品仕入については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

(3) 開発業務の外注については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

  

２ 子会社等 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。 

(2) セキュリティ製品仕入については、市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

ネクスト・
イット 
株式会社

東京都
品川区

325,625

セキュリテ
ィ設計・構
築サービス
等

（所有）
直接 20.0

なし
営業上の
取引

当社製品の
販売 
(注)２(2)

3,461 ― ―

セキュリテ
ィ製品仕入 
(注)２(3)

208 ― ―

資金の貸付
(注)２(1)

30,000

― ―
利息の受取
(注)２(1)

412

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

株式会社 
フォーカス 
システムズ

東京都 
品川区

2,905,422
ソフトウェ 
ア開発・販 
売

（被所有）
直接 32.7

あり
営業上の
取引

当社製品の
販売 
(注)２(1)

16,148 売掛金 1,336

セキュリテ
ィ製品仕入 
(注)２(2)

7,971

買掛金 25
開発業務の
外注 
(注)２(3)

540

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

ネクスト・
イット 
株式会社

東京都
品川区

325,625

セキュリテ
ィ設計・構
築サービス
等

（所有）
直接 20.0

なし
営業上の
取引

セキュリテ
ィ製品仕入 
(注)２(2)

61,200 ― ―

資金の貸付
(注)２(1)

30,000 ― ―



(企業結合等関係) 

  

当連結会計年度（自  平成18年４月１日  至  平成19年３月31日） 

（株式交換によるイージーシステムズ株式会社の完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

イージーシステムズ株式会社 ソフトウェア開発事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

 イージーシステムズ株式会社を完全子会社化することにより、同社セキュリティ製品に当社のセキュリティ技

術を融合させ、従来以上に同社セキュリティ製品の安全性・信頼性の優位性を増し、ユーザーの高度で広範なニ

ーズに的確に応えていくことが可能となります。  

 また、文書のデジタル保存に対するセキュリティニーズの高まりに対して、暗号技術を中心としたDRM技術・電

子透かし技術・秘密分散技術等のセキュリティ技術の融合により、戦略的なセキュリティ製品の提供が可能とな

ります。  

 さらに、両社のアライアンスパートナー戦略面でも、両社のパートナー先の重複が少なく、提携による販売面

での市場拡大メリットなど、本件提携によるシナジー効果の発揮が見込めます。  

 本件資本提携は、こうした当社とイージーシステムズ両社の強みを融合することにより、当社のグループ戦略

及び事業領域拡大を飛躍的に加速させることを目的としております。  

(3) 企業結合日 

平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー  

  （注）イージーシステムズ株式会社は、平成18年７月１日付で株式会社 シーフォー システムデザインに社名変更

しております。  

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成19年３月９日まで 

  
３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：イージーシステムズ㈱ 0.066 

(2) 交換比率の算定方法 

 当社については市場株価方式、イージーシステムズ株式会社については収益還元価値法と簿価純資産方式を用

い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

普通株式 651.28株 6,888千円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額            95,060千円 

(2) 発生原因 

企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

５年間で均等償却 

   (注)当中間連結会計期間において均等償却を行った残額を一括償却しております。 

取得の対価

㈱シーフォーテクノロジーの株式 6,888千円

取得原価 6,888千円



６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

７．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

該当事項はありません。 

  

８．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

９．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

該当事項はありません。 

  

（株式交換による株式会社コアサイエンスの完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

株式会社コアサイエンス システムインテグレーション事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

 今回の株式交換による完全子会社化の目的は、当社が「グループ戦略」を推進するうえで、情報セキュリティ

を組み込んだシステム構築サービスを新たに加え、当社のソリューション・ラインアップの一層の充実を図るこ

とにあります。 

(3) 企業結合日 

平成18年８月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社シーフォーテクノロジー   

  （注）株式会社コアサイエンスは、平成18年７月18日付で株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションに 

  社名変更しております。   

(6) 取得した議決権比率 

100.0％ 

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成19年３月31日 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

流動資産 277,974千円

固定資産 173,834千円

合計 451,809千円

流動負債 385,923千円

固定負債 154,059千円

合計 539,982千円

取得の対価

㈱シーフォーテクノロジーの株式 203,688千円
取得に直接要した支出  
株式交換比率算定費用 

525千円

取得原価 204,213千円



４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱シーフォーテクノロジー １：㈱コアサイエンス 1.845 

(2) 交換比率の算定方法 

 当社については市場株価方式、株式会社コアサイエンスについてはディスカウント・キャッシュ・フロー法を

用い、両社の株式交換比率を算定したしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

普通株式 1,107株 203,688千円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) のれんの金額           503,521千円 

(2) 発生原因 

企業結合時の純資産額が取得価額を下回ったために、その差額をのれんとして認識いたしました。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

10年間で均等償却 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

７．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

該当事項はありません。 

  

８．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

９．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

  

売上高及び損益情報 

 
(注) １ 内部取引を控除しております。  

２ 被取得会社の㈱シーエスエルホールディングスに対する融資及び保証債務に関する、以下の特別損失項目を

含んでおります。  

        貸倒引当金繰入額     253,000千円  

        債務保証引当金繰入額   67,000千円  

３ 当該注記については監査証明を受けておりません。 

  

流動資産 414,067千円

固定資産 56,144千円

合計 470,212千円

流動負債 620,054千円

固定負債 149,466千円

合計 769,521千円

売上高 1,045,140千円

営業利益 5,769千円

経常利益 6,257千円

税金等調整前当期純損失 331,351千円

当期純損失 333,872千円



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 28,074円50銭 △2,989円83銭

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

559円75銭 △34,220円06銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

491円42銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

項目
前連結会計年度末

 （平成18年３月31日)
当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― △146,157

普通株式に係る純資産額（千円） ― △175,492

差額の主な内訳（千円）

少数株主持分 ― 29,334

普通株式の発行済株式数（株） ― 58,713.48

普通株式の自己株式数（株） ― 16.94

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

― 58,696.54

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△）（千円）

31,775 △1,995,744

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）（千円）

31,775 △1,995,744

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 56,767 58,320

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳

 新株引受権 3 ―

 新株予約権 606 ―

 転換社債型新株予約権付社債 7,283 ―

普通株式増加数（株） 7,892 ―

希薄効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

―

新株予約権（新株予約権
の数129個）及び転換社
債型新株予約権付社債に
付された新株予約権（新
株予約権の数30個）



(重要な後発事象) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ イージーシステムズ株式会社との株式交換

   当社は、平成17年12月15日開催の取締役会におい

て、イージーシステムズ株式会社を完全子会社とす

るため、商法第358条第1項の規定に基づき株主総会

の承認を得ることなく株式交換を行い、これに基づ

いて新株式を発行することを決議し、平成18年４月

１日付で株式交換を実施いたしました。

   株式交換に関する事項の概要は以下のとおりであ

ります。

 (1) 株式交換の目的

    両社のセキュリティ技術の融合により戦略的な

情報セキュリティ製品を提供し、事業領域の拡大

を飛躍的に加速させることを目的としておりま

す。

 (2) 株式交換の方法

    当社は、株式交換の日の前日の最終のイージー

システムズ株式会社の株主名簿に記載された又は

記録された株主と株式交換を行います。

 (3) 株式交換の日

    平成18年４月１日

 (4) 株式交換比率

    イージーシステムズ株式会社の普通株式１株に

つき、当社普通株式0.066株を割当交付します。

 (5) 株式交換により発行する新株式数

    当社普通株式 651.28株

 (6) イージーシステムズ株式会社の概要

    住所    東京都中央区日本橋箱崎町41番12

号日本橋第二ビル６Ｆ

    代表者   澁谷 紳一郎

    資本金   100百万円

    事業の内容 ソフトウェア開発

――――――

  

 

２ 子会社の設立

   当社は、平成18年４月24日開催の取締役会におい

て、下記のとおり当社100％子会社を設立すること

を決議し、平成18年４月26日に設立いたしました。

(1) 商号 株式会社シーフォービジネスコ

ンサルティング

(2) 資本金 30百万円

(3) 所在地 東京都品川区上大崎

(4) 決算期 ３月末

(5) 役員・従業員数 ５名

(6) 事業内容 情報セキュリティ・コンサルテ

ィング

 (7) 設立目的    セキュリティ基盤の調査、分

析、情報セキュリティ・ポリシ

ーの策定、情報セキュリティ・

マネジメント・システムの構築

及び認証取得支援を行う目的で

設立。

――――――



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

３ 合弁による子会社の設立

   当社は、平成18年４月28日開催の取締役会におい

て、下記のとおり株式会社パソナテックとの合弁に

より株式会社シーフォー＆パソナテックマネージメ

ントサービス(出資比率60％)を設立することを決議

し、平成18年５月29日に設立いたしました。

(1) 商号 株式会社シーフォー＆パソナテ

ックマネージメントサービス

(2) 資本金 100百万円

(3) 所在地 東京都品川区上大崎

(4) 決算期 ３月末

(5) 役員・従業員数 ５名

 (6) 事業内容    ①内部統制・コンプライアンス

強化、IT戦略に関するコンサ

ルティング事業

           ②情報セキュリティ関連コンサ

ルティング事業

           ③システムインテグレーション

事業

 (7) 設立目的    グループ戦略強化の策の一環と

して、ITエンジニアの人材サー

ビスに特化して事業を行ってい

る株式会社パソナテックとの合

弁により、ユーザーに対して情

報セキュリティ・コンサルティ

ングのトータル・マネジメン

ト・サービスを行う予定であり

ます。

――――――

４ 投資事業組合への出資

   当社は、平成18年２月15日開催の取締役会におい

て、下記のとおりＣＭＳ投資事業組合への組合加入

をすることを決議し、平成18年５月16日に出資契約

を締結しております。

 (1) 出資先  ＣＭＳ投資事業組合

 (2) 出資日付 平成18年５月16日

 (3) 出資金額 550,000千円

――――――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ （ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２ 新株予約権付社債の内容 

 
(注) １ (1) 新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行価額100,000千円と同額とす

る。 

(2) 新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額は、当初211,050円とするが、本新株

予約権付社債の発行後、平成18年３月17日を第１回とし、平成21年までの毎年３月の第３金曜

日(以下「決定日」という。)の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで(当日を含む。)の５連

続取引日(ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引

日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値の１円未満を切り上げ

た金額が当該決定日における有効な転換価額を１円以上下回る場合には、それぞれ上記の方法

で計算された終値の平均値と同額（ただし決定日現在の転換価額の70％未満となる場合、転換

価額は決定日現在における有効な転換価額の70％にあたる金額で１円未満を切り上げた金額と

する。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(3)で

定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、本新株予約権付社債の社債

要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

(3) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は当社普

通株式を処分するときは、次の算式により調整される。 

 
また、転換価額は、株式分割により普通株式を発行する場合又は当社普通株式の時価を下回る

価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の

交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合その他一定の事由が生

じた場合にも適宜調整される。なお、転換価額調整式の計算については円位未満２位まで算出

し、少数第２位を切り捨てる。 

２ 当社が本社債を繰上償還する場合においては、本新株予約権の全部を同時に無償で消却する。 

３ 旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本新株予約権を行使したときは本社債の全額

の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があっ

たものとみなす。 

３ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

㈱シーフォーテ
クノロジー

第３回無担保社債
平成15年 
６月10日

100,000
（40,000）

60,000
（40,000）

0.29 無担保
平成20年
６月10日

〃 第４回無担保社債
平成15年 
７月31日

200,000 200,000 0.72 無担保
平成20年
７月31日

〃
第２回無担保転換
社債型新株予約権
付社債

平成17年
９月22日

3,000,000 3,000,000 ― 無担保
平成21年
９月22日

合計 ― ―
3,300,000
（40,000）

3,260,000
（40,000）

― ― ―

銘柄 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債

発行すべき株式の内容 普通株式

新株予約権の発行価額 無償

株式の発行価額（転換価額）（円） 147,735（注１）

発行価額の総額（千円） 3,000,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額
の総額（千円）

―

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間
自 平成17年９月26日 

    至 平成21年９月21日（注２）

代用払込に関する事項 （注３）

既発行株式数 ＋
新発行・
処分株式数

×
１株当たりの 
発行・処分価額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数



 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は、以下

のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

１年以内 
（千円）

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

40,000 220,000 3,000,000 ― ―

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 250,000 1.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 72,600 24,896 2.4 ―

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを除く）

14,900 15,006 2.8
 平成20.９.30～
平成22.11.30

合計 87,500 289,902 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 9,996 5,010 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,824,491 472,569

 ２ 売掛金 ※１ 637,452 337,165

 ３ 製品 72,148 25,279

 ４ 貯蔵品 2,359 1,357

 ５ 前払費用 11,022 15,840

 ６ 短期貸付金 ※１ 410,000 491,822

 ７ その他 ※１ 1,594 31,378

      貸倒引当金 ― △126,535

   流動資産合計 2,959,069 56.7 1,248,876 36.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 26,550 26,222

    減価償却累計額 △10,463 16,086 △12,412 13,809

  (2) 工具器具備品 76,104 79,980

    減価償却累計額 △55,602 20,502 △63,319 16,661

   有形固定資産合計 36,589 0.7 30,470 0.9

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 971,371 498,354

    (2) ソフトウェア仮勘定 ― 367,315

  (3) 電話加入権 86 86

   無形固定資産合計 971,457 18.6 865,755 25.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 956,440 739,161

  (2) 関係会社株式 231,000 410,068

  (3) 長期貸付金 ― 578,388

  （4）関係会社長期貸付金 ― 83,755

  (5) 長期前払費用 9,000 8,000

  (6) 差入保証金 55,166 96,413

        貸倒引当金 ― △620,265

   投資その他の資産合計 1,251,606 24.0 1,295,520 37.6

   固定資産合計 2,259,653 43.3 2,191,747 63.7

   資産合計 5,218,722 100.0 3,440,624 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 79,590 93,547

 ２ 短期借入金 ― 200,000

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

72,600 14,900

 ４ １年以内償還社債 40,000 40,000

 ５ 未払金 11,557 13,691

 ６ 未払費用 4,300 6,937

 ７ 未払法人税等 7,074 4,089

 ８ 未払消費税等 31,540 ―

 ９ 前受金 2,027 13,293

 10 預り金 5,920 10,265

 11 賞与引当金 9,240 ―

 12 その他 30 20

   流動負債合計 263,882 5.1 396,745 11.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 260,000 220,000

 ２ 転換社債型
   新株予約権付社債

3,000,000 3,000,000

 ３ 長期借入金 14,900 ─

 ４ 繰延税金負債 ― 12,288

   固定負債合計 3,274,900 62.7 3,232,288 94.0

   負債合計 3,538,782 67.8 3,629,034 105.5



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,306,084 25.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,021,584 ―

   資本剰余金合計 1,021,584 19.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 100 ―

 ２ 当期未処理損失 646,843 ―

   利益剰余金合計 △646,743 △12.4 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※４ △985 △0.0 ― ―

   資本合計 1,679,940 32.2 ― ―

   負債・資本合計 5,218,722 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,306,684 38.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,029,073

  (2) その他資本剰余金 ― 203,688

    資本剰余金合計 ― ― 1,232,761 35.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 100

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △2,738,768

    利益剰余金合計 ― ― △2,738,668 △79.6

 ４ 自己株式 ― ― △3,133 △0.1

   株主資本合計 ― ― △202,355 △5.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ─ 13,945 0.4

   評価・換算差額等合計 ― ― 13,945 0.4

   純資産合計 ― ― △188,410 △5.5

   負債純資産合計 ― ― 3,440,624 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,324,999 100.0 903,602 100.0

Ⅱ 売上原価 620,941 46.9 895,159 99.1

   売上総利益 704,057 53.1 8,442 0.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 74,296 96,777

 ２ 給料手当 176,327 185,491

 ３ 法定福利費 25,914 25,701

 ４ 消耗品費 4,788 7,061

 ５ 地代家賃 42,287 39,419

 ６ 減価償却費 58,883 65,916

  ７ 貸倒引当金繰入額 ― 2,162

 ８ 通信費 3,802 4,392

 ９ 支払手数料 78,723 98,474

 10 販売手数料 11,372 7,147

 11 広告宣伝費 4,185 5,219

 12 研究開発費 ※２ 81,007 58,496

 13 賞与引当金繰入額 5,730 ―

 14 その他 71,182 638,502 48.2 57,730 653,991 72.3

   営業利益又は
   営業損失（△）

65,555 4.9 △645,549 △71.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 4,307 12,783

 ２ 投資有価証券売却益 14,509 ─

  ３  管理手数料収入 ※１ ― 24,020

  ４  出向負担金収入 ※１ ― 10,214

 ５ 雑収入 3,511 22,328 1.7 8,836 55,854 6.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3,499 3,490

 ２ 社債利息 3,755 3,472

 ３ 社債発行費 1,806 ―

 ４ 為替差損 1,031 124

  ５  投資事業組合損失 ― 2,938

 ６ 雑損失 3,185 13,278 1.0 2,637 12,662 1.4

   経常利益又は
   経常損失（△）

74,605 5.6 △602,358 △66.7



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

  １ 製品評価損 ― 66,337

 ２ 投資有価証券評価損 ― 71,174

 ２ 関係会社株式評価損 ― 392,023

 ３ 固定資産除却損 ※３ 738 1,879

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 744,638

 ５ 減損損失 ※４ ― 88,458

 ６ 固定資産臨時償却費 ― 102,510

 ７ 賃貸借契約解約損 ― 738 0.0 20,148 1,487,170 164.5

   税引前当期純利益又は
   税引前当期純損失（△）

73,867 5.6 △2,089,528 △231.2

   法人税、住民税
   及び事業税

2,397 2,395

   法人税等調整額 ― 2,397 0.2 ― 2,395 0.3

   当期純利益又は
   当期純損失（△）

71,469 5.4 △2,091,924 △231.5

   前期繰越損失 718,313 ―

   当期未処理損失 646,843 ―



売上原価明細書 

  

 
  

(原価計算の方法) 

原価計算の方法は、製品別・開発プロジェクト別個別原価計算法であり、実際原価をもって算定してお

ります。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ セキュリティ製品仕入高 170,005 21.7 126,429 13.6

Ⅱ 労務費 82,195 10.5 62,956 6.7

Ⅲ 外注費 19,921 2.5 425,498 45.6

Ⅳ ソフトウェア償却費 327,370 41.9 291,648 31.3

Ⅴ その他経費 182,789 23.4 26,252 2.8

当期総製造費用 782,281 100.0 932,785 100.0

期首仕掛品たな卸高 883 ―

合計 783,165 932,785

ソフトウェア勘定振替高 147,729 84,494

期末仕掛品たな卸高 ― ―

当期製品製造原価 635,435 848,290

期首製品たな卸高 55,331 72,148

当期商品仕入高 2,322 ―

合計 693,089 920,439

期末製品たな卸高 72,148 25,279

当期売上原価 620,941 895,159



③ 【損失処理計算書】 

  

 
（注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月23日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 646,843

Ⅱ 損失処理額 ―

Ⅲ 次期繰越損失 646,843



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,306,084 1,021,584 ― 1,021,584

事業年度中の変動額

 新株の発行 600 600 600

 株式交換 6,888 203,688 210,576

 当期純損失

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 600 7,488 203,688 211,176

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,029,073 203,688 1,232,761

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 100 △646,843 △646,743 △985 1,679,940

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,200

  株式交換 210,576

 当期純損失 2,091,924 2,091,924 2,091,924

 自己株式の取得 △2,147 △2,147

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) △2,091,924 △2,091,924 △2,147 △1,882,296

平成19年３月31日残高(千円) 100 △2,738,768 △2,738,668 △3,133 △202,355

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,679,940

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,200

 株式交換 210,576

 当期純損失 2,091,924

 自己株式の取得 △2,147

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

13,945 13,945 13,945

事業年度中の変動額合計(千円) 13,945 13,945 △1,868,350

平成19年３月31日残高(千円) 13,945 13,945 △188,410



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

―――――  当社は、当事業年度において、グループ戦略及び今後

の事業展開の見直しに伴い、セキュリティ製品の在庫の

評価損66,337千円、販売用のソフトウェアの臨時償却費

102,510千円及び自社利用のソフトウェアの減損損失

88,458千円の計上等の抜本的な資産のリストラを実施、

また、関係会社の株式評価損392,023千円及び貸倒引当

金繰入額744,638千円を計上し、2,091,924千円の当期純

損失を計上した結果、188,410千円の債務超過になって

おります。当該状況により、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。 当社は当該状況を解消

すべく下記項目を実施することにより債務超過の解消を

図ってまいります。  

① 収益モデルの変革  

 当社のコア技術を用いた情報セキュリティに係るライ

センス収入に依存した収益モデルから開発期間が短く収

益性の高いシステム開発を含む「受託開発」並びに保

守・運用及びセキュリティのコンサルティング業務を基

盤とした収益モデルへと体制を変革してまいります。ま

た、システム開発案件の受注から当社のコア技術を用い

たセキュリティ商材の提案へと派生させ各種案件の獲得

へと繋げてまいります。  

② コストの見直し  

 組織を見直し、配置転換、余剰人員の整理及び役員報

酬の20％から50％のカットを行い、人件費その他の諸経

費について20％から30％のコスト削減を実施してまいり

ます。  

③ グループ戦略の見直し  

 これまでの合併や株式交換等の資本提携を中心とした

「グループ戦略」は、技術・製品開発コストの増大やマ

ーケティングスキームの整備の遅れ等を生み、収益獲得

のための体制改善への遅れに繋がっておりました。今後

は細分化しておりました各社事業を下記3社に集約して

中長期戦略に基づいた各社の役割を着実に遂行できる体

制を目指します。  

(イ) 株式会社 シーフォーテクノロジー  

 情報セキュリティ分野のコア技術を保持し、それに密

接に関わる受託開発及びライセンス・製品提供を行いな

がらグループ全体の統括を行う。  

(ロ) 株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージ

メントサービス  

 株式会社パソナテックと連携を図りながら、情報セキ

ュリティに関するトータルソリューションを提供する。 

（なお、株式会社 シーフォー ビジネスコンサル  

ティング（情報セキュリティに関するコンサルテーショ

ンを提供）は、今後、更なるシナジー効果を図る上で、

株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメント

サービスと合併を検討しております。）  

(ハ) 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーショ

ン  

 情報セキュリティ分野を中心としたシステムインテグ

レーションサービスを提供する。 



  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

――――― ④ 保有有価証券の整理  

 これまで当社は、「アライアンスパートナー戦略」及

び「グループ戦略」に基づき、投資により更なる事業シ

ナジーを期待できる企業、及び事業の将来性を有望視で

きる企業に投資をして参りました。その結果、貸借対照

表における投資有価証券残高は739,161千円となってお

り、その中には減損せざるを得なかった有価証券が存在

する一方、順調に事業を展開しており、企業価値が向上

している企業の有価証券も多数存在しております。これ

らの有価証券につきましては、グループ戦略を含めた当

社中長期戦略の抜本的な見直しに伴い、今後の事業展開

のための保有の必然性を様々な角度より慎重に判断致し

ます。その判断に従い、事業進捗のために必要不可欠で

ある有価証券についてのみ厳選して保有することとし、

その他の有価証券につきましては、各会社の現況を考慮

しつつ可及的速やかに譲渡等処分を行うことで、利益及

び資金の確保に努めてまいります。  

 財務諸表は継続企業を前提として、作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

その他有価証券

 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

 時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用して

おります。

 時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用して

おります。

  なお、投資事業有限責任組合（証券

取引法第２条第２項により、有価証券

とみなされるもの）については、組合

の決算書に基づいて、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

２ デリバティブ等の評

価基準及び評価方法

時価法を採用しております。       ―――――

 

３ たな卸資産の評価基

準及び評価方法

製品

先入先出法による原価法を採用して

おります。

仕掛品

個別法による原価法を採用しており

ます。

貯蔵品

 最終仕入原価法を採用しております。

製品

同左

      ―――――

貯蔵品

同左

 

４ 固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

建物     ８～18年

工具器具備品 ２～15年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

① 市場販売目的のソフトウェア

販売見込期間(３年)による定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

① 市場販売目的のソフトウェア

同左

② 自社利用目的のソフトウェア

社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法を採用してお

ります。

② 自社利用目的のソフトウェア

社内における見込利用可能期間

(３年又は５年)による定額法を採

用しております。

③ 著作権

社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法を採用してお

ります。

③     ―――――

（3）長期前払費用

  定額法を採用しております。

（3）長期前払費用

同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

―――――

――――― 株式交付費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

（繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い）

当事業年度から、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

なお、当事業年度において計上額

はありません。

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

なお、翌上期の賞与の支給は行わ

ない見込のため、当期末においては

賞与引当金の計上はありません。

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特例処理

を採用しております。

      ―――――

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段・・・金利スワップ

  ヘッジ対象・・・借入金利息

(3) ヘッジ方針

  金利変動リスクのヘッジ、資金調

達コストの低減等を目的として金利

スワップ取引を利用することとして

おり、投機的な取引は行わない方針

であります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

 特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しています。

  なお、ヘッジ会計を適用した金利

スワップ契約は当事業年度内に満了

しております。従いまして、決算日

現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象

とも消滅しております。

  

８ その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

  

   
  

表示方法の変更 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

         ―――――――

         ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

△188,410千円であります。

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部は、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

 

         ――――――― （企業結合に係る会計基準等）

 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用指

針第10号）を適用しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表）

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「短期貸付金」は、当事業年度において総

資産額の１/100を超えたため区分掲記しております。

なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含まれて

いる「短期貸付金」は20,949千円であります。

(貸借対照表）

前事業年度まで無形固定資産の「ソフトウェア」に含

めて表示しておりました「ソフトウェア仮勘定」（前事

業年度87,185千円）については、重要性が増したため、

当事業年度より区分掲記しております。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する債権債務のうち、主な内容は次

のとおりであります。

売掛金 1,915千円

買掛金 70,792千円

※１ 関係会社に対する債権債務のうち、区分掲記され

たもの以外で主な内容は次のとおりであります。

売掛金 5,787千円

短期貸付金 327,822千円

その他流動資産 3,457千円

買掛金 16,446千円

  ２       ――――――――

 

  ２ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行

と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末における当座貸越

契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額 200,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 ― 千円

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 226,000株

発行済株式総数 普通株式 56,935.2株

※３       ――――――――

※４ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式4.4株

であります。

※４       ――――――――

 ５ 資本の欠損は、647,829千円であります。  ５       ――――――――



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１  各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりです。

受取利息              871千円

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主な内容

は、次のとおりであります。

受取利息 5,001千円

管理手数料収入 16,520千円

出向負担金収入 9,132千円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費

81,007千円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費

58,496千円

※３ 固定資産除却損の内容は、工具器具備品738千円

であります。

※３ 固定資産除却損の内容は、建物1,879千円であり

ます。

※４       ――――――――

 

※４ 減損損失

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都品川区 遊休資産 ソフトウェア

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   自社利用ソフトウェアについては、グループ戦略

及び今後の事業展開の見直しのため、現在遊休資

産となっており当初想定していた収益を見込めな

くなったため、減損損失を認識しております。

 (3) 減損損失の金額 

ソフトウェア   88,458千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社は減損会計の適用にあたり、事業資産につい

ては管理会計上の区分ごと、遊休資産はそれぞれ

個別の資産ごとに資産のグルーピングを行ってお

ります。

 (5) 回収可能価額の算定方法

    当社の回収可能価額は使用価値を使用しておりま

すが、将来の使用見込みがないため、将来キャッ

シュ・フローの見積りは行わず、使用価値＝ゼロ

としております。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   端株の買取りによる増加    12.54株 

  

  

(リース取引関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

内容の重要性が乏しく、リース契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため、該当事項はありま

せん。 

  

  

(有価証券関係) 

  前事業年度（平成18年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  当事業年度（平成19年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4.40 12.54 ―  16.94



(税効果会計関係) 

  

 
(企業結合等関係) 

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しており  

 ません。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

賞与引当金損金算入限度超過額 3,759千円

未払事業税 1,946千円

評価性引当額 △9,583千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 386,785千円

その他 6,136千円

評価性引当額 △392,921千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債

―――――

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

(流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

貸倒引当金否認 51,487千円

未払事業税 1,927千円

製品評価損 26,992千円

評価性引当額 △84,283千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 646,603千円

貸倒引当金否認 252,385千円

投資有価証券評価損否認 185,676千円

固定資産償却超過額 45,796千円

減損損失否認 35,993千円

その他 4千円

評価性引当額 △1,166,460千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債

(固定資産)

その他有価証券評価差額金 12,288千円

繰延税金負債 12,288千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

   課税所得が発生していないため、該当事項はあり

ません。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

   課税所得が発生していないため、該当事項はあり

ません。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 29,508円47銭 △3,209円89銭

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

1,258円99銭 △35,869円21銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

1,105円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失であるため記載しておりませ
ん。

項目
前事業年度末

 （平成18年３月31日)
当事業年度末 

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― △188,410

普通株式に係る純資産額（千円） ― △188,410

普通株式の発行済株式数（株） ― 58,713.48

普通株式の自己株式数（株） ― 16.94

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（株）

― 58,696.54

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)（千
円）

71,469 △2,091,924

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（千円）

71,469 △2,091,924

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 56,767 58,320

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳（株）

 新株引受権 3 ―

 新株予約権 606 ―

 転換社債型新株予約権付社債 7,283 ―

普通株式増加数（株） 7,892 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

――――
 
 

新株予約権（新株予約権の
数129個）及び転換社債型新
株予約権付社債に付された
新株予約権（新株予約権の
数30個）



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ イージーシステムズ株式会社との株式交換
当社は、平成17年12月15日開催の取締役会におい

て、イージーシステムズ株式会社を完全子会社とする
ため、商法第358条第1項の規定に基づき株主総会の承
認を得ることなく株式交換を行い、これに基づいて新
株式を発行することを決議し、平成18年4月1日付で株
式交換を実施いたしました。
株式交換に関する事項の概要は以下のとおりであり

ます。
(1) 株式交換の目的

両社のセキュリティ技術の融合により戦略的な情
報セキュリティ製品を提供し、事業領域の拡大を飛
躍的に加速させることを目的としております。

(2) 株式交換の方法
当社は、株式交換の日の前日の最終のイージーシ

ステムズ株式会社の株主名簿に記載された又は記録
された株主と株式交換を行います。

(3) 株式交換の日
平成18年４月１日

(4) 株式交換比率
イージーシステムズ株式会社の普通株式１株につ

き、当社普通株式 0.066株を割当交付します。
(5) 株式交換により発行する新株式数
   当社普通株式 651.28株
(6) イージーシステムズ株式会社の概要

住所    東京都中央区日本橋箱崎町41番12号日
本橋第二ビル６Ｆ

代表者   澁谷 紳一郎
資本金   100百万円
事業の内容 ソフトウェア開発

――――――――

 

２ 子会社の設立
当社は、平成18年４月24日開催の取締役会におい

て、下記のとおり当社100％子会社を設立することを決
議し、平成18年４月26日に設立いたしました。
(1) 商号 株式会社シーフォービジネスコン

サルティング
(2) 資本金 30百万円
(3) 所在地 東京都品川区上大崎
(4) 決算期 ３月末
(5) 役員・従業員数 ５名
(6) 事業内容 情報セキュリティ・コンサルティ

ング
(7) 設立目的

セキュリティ基盤の調査、分析、情報セキュリテ
ィ・ポリシーの策定、情報セキュリティ・マネジメ
ント・システムの構築及び認証取得支援を行う目的
で設立。

――――――――



 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

３ 合弁による子会社の設立
当社は、平成18年４月28日開催の取締役会におい

て、下記のとおり株式会社パソナテックとの合弁によ
り株式会社シーフォー＆パソナテックマネージメント
サービス(出資比率60％)を設立することを決議し、平
成18年５月29日に設立いたしました。
(1) 商号 株式会社シーフォー＆パソナテッ

クマネージメントサービス
(2) 資本金 100百万円
(3) 所在地 東京都品川区上大崎
(4) 決算期 ３月末
(5) 役員・従業員数 ５名
(6) 事業内容 ①内部統制・コンプライアンス強

化、IT戦略に関するコンサルテ
ィング事業

②情報セキュリティ関連コンサル

ティング事業
③システムインテグレーション事
業

(7) 設立目的      
グループ戦略強化の策の一環として、ITエンジニ

アの人材サービスに特化して事業を行っている株式
会社パソナテックとの合弁により、ユーザーに対し
て情報セキュリティ・コンサルティングのトータル
・マネジメント・サービスを行う予定であります。

      ――――――――

４ 投資事業組合への出資
当社は、平成18年２月15日開催の取締役会におい

て、下記のとおりＣＭＳ投資事業組合への組合加入を
することを決議し、平成18年５月16日に出資契約を締
結しております。
(1) 出資先   ＣＭＳ投資事業組合
(2) 出資日付  平成18年５月16日
(3) 出資金額  550,000千円

      ――――――――



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

    【株式】 

 
  

    【債券】 

 
  

    【その他】 

 
  

投資有価
証券

その他 
有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円）

スロットル株式会社 1,000 95,000

株式会社リミックスポイント 100 60,200

メディカル・データ・ビジョン株式会社 670 35,600

株式会社スリー・シー・コンサルティング 360 27,000

ｅＣＵＲＥ株式会社 200 10,000

株式会社日本医療データセンター 642 8,243

株式会社シーエスエルホールディングス 23,000 23

計 25,972 236,066

投資有価
証券

その他 
有価証券

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額 

（千円）

メディカル・データ・ビジョン株式会社
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

200,000 200,000

株式会社チェンジマネジメントシステム
第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

60,000 60,000

シール・マネジメントパートナーズ株式会社
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

150,000 150,000

計 410,000 410,000

投資有価
証券

その他 
有価証券

銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 

（千円）

インキュベートパートナーズ投資事業組合 100口 93,095

計 ― 93,095



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
   ２ ソフトウェアの減少額にはソフトウェア仮勘定への振替額87,185千円及び減損損失88,458千円が含まれてお 

     ります。 

     なお、当期減少額のうち（ ）内は内書で減損損失の計上額であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 26,550 904 1,232 26,222 12,412 2,421 13,809

 工具器具備品 76,104 3,875 ― 79,980 63,319 7,716 16,661

有形固定資産計 102,654 4,780 1,232 106,202 75,731 10,138 30,470

無形固定資産

 ソフトウェア 1,724,125 176,145
940,947
(88,458)

959,324 460,969 371,007 498,354

 ソフトウェア仮勘定 ― 440,760 73,445 367,315 ― ― 367,315

 電話加入権 86 ― ― 86 ― ― 86

無形固定資産計 1,724,211 616,905
1,014,392
(88,458)

1,326,725 460,969 371,007 865,755

長期前払費用 10,000 ― ― 10,000 2,000 1,000 8,000

ソフトウェア アプリケーションソフト等 102,700千円

販売目的購入ソフトウェア 73,445千円

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 ― 746,800 ― ― 746,800

賞与引当金 9,240 ― 9,240 ― ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

③ 製品 
  

 
  

区分 金額(千円)

現金 201

預金

普通預金 147,296

定期預金 325,072

小計 472,368

合計 472,569

相手先 金額(千円)

株式会社アイディアシンク 145,304

関東自動車工業株式会社 35,362

西日本電信電話株式会社 21,000

株式会社フィルアップ 13,246

ネクストコム株式会社 10,227

その他 112,024

合計 337,165

期首残高 
(千円) 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 
(Ｃ)

当期末残高
(千円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

637,452 1,554,822 1,855,109 337,165 84.6 114.4

品名 金額(千円)

情報セキュリティ製品 25,279



④ 貯蔵品 
  

 
  

⑤ 短期貸付金 
  

 
  

⑥ 関係会社株式 

  

 
  

⑦ 長期貸付金 

  

 
  

品名 金額(千円)

販促物貯蔵品等 1,357

相手先 金額(千円)

株式会社 シーフォー セールスサポート 79,076

株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション 248,746

株式会社ジェイジェイアライアンス 164,000

合計 491,822

相手先 金額(千円)

 (子会社株式)

 株式会社 シーフォー セールスサポート 30,183

 株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング 30,000

 株式会社 シーフォー ＆ パソナテック マネージメン
 トサービス

60,000

 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション 204,213

 (関連会社株式)

 ネクスト・イット株式会社 30,692

 ＭＨＳダイニング株式会社 54,980

合計 410,068

相手先 金額(千円)

 株式会社 シーフォー システムデザイン 578,388

合計 578,388



ｂ 負債の部 

① 買掛金 

  

 
  

② 短期借入金 

  

 
  

③ 社債 

  

 
  

④ 転換社債型新株予約権付社債 

  

 
(注) 発行年月、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(１)連結財務諸表」「⑥連結附属

明細表」の「社債明細表」に記載しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社ヒューマンライフインターナショナル 24,533

ソレラネットワークスジャパン株式会社 12,710

株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング 12,363

株式会社フィルアップ 4,673

株式会社Ｇｌｏｂａｌ Ｐａｓｓｅｎｇｅｒ 3,990

その他 35,276

計 93,547

相手先 金額(千円)

株式会社みずほ銀行 200,000

合計 200,000

相手先 金額(千円)

第３回無担保社債 20,000

第４回無担保社債 200,000

合計 220,000

区分 金額(千円)

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債 3,000,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  当社は旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

 なお、端株主の期末配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度末の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券  10株券  100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社全国各支店、
みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １枚につき500円

端株の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社全国各支店、
みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行なう。ただし、電子公告によることができない事
故その他やむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行なう。
なお、電子公告は、当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

であります。
http://c4t.jp/ir/notification/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書の訂正報告書 

訂正報告書(平成17年12月15日提出の臨時報告書(株式交換に伴う新株式の発行及び株式交換)の訂正報

告書)を平成18年４月３日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出。 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(2) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(株式交換に伴う新株式の発行)及び第６号の２

(株式交換)の規定に基づく臨時報告書を平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(5) 半期報告書 

第10期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月28日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月23日

株式会社 シーフォーテクノロジー 

取締役会 御中 

  
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーフォーテクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社シーフォーテクノロジー及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は、平成17年12月15日開催の取締役会決議に基づき、

イージーシステムズ株式会社を完全子会社とするため、平成18年４月１日付で株式交換を実施している。

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は、平成18年４月24日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年４月26日に、100％子会社である株式会社シーフォービジネスコンサルティングを設立してい

る。 

３．重要な後発事象３に記載されているとおり、会社は、平成18年４月28日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年５月29日に、株式会社パソナテックとの合弁により株式会社シーフォー＆パソナテックマネージ

メントサービスを設立している。 

４．重要な後発事象４に記載されているとおり、会社は、平成18年２月15日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年５月16日に、CMS投資事業組合への出資契約を締結している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 浅 岡 伸 生 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

株式会社 シーフォーテクノロジー 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーフォーテクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社シーフォーテクノロジー及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは、当連結会計年度において19億95百万円の

当期純損失を計上した結果、1億46百万円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浅 岡 伸 生 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月23日

株式会社 シーフォーテクノロジー 

取締役会 御中 

  
 

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーフォーテクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社シーフォーテクノロジーの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は、平成17年12月15日開催の取締役会決議に基づき、

イージーシステムズ株式会社を完全子会社とするため、平成18年４月１日付で株式交換を実施してい

る。 

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は、平成18年４月24日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年４月26日に、100％子会社である株式会社シーフォービジネスコンサルティングを設立してい

る。 

３．重要な後発事象３に記載されているとおり、会社は、平成18年４月28日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年５月29日に、株式会社パソナテックとの合弁により株式会社シーフォー＆パソナテックマネー

ジメントサービスを設立している。 

４．重要な後発事象４に記載されているとおり、会社は、平成18年２月15日開催の取締役会決議に基づき、

平成18年５月16日に、CMS投資事業組合への出資契約を締結している。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上
  

 
あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 浅 岡 伸 生 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したもの

であり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

株式会社 シーフォーテクノロジー 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーフォーテクノロジーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社シーフォーテクノロジーの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度において20億91百万円の当期純損失を

計上した結果、1億88百万円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

 
あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 浅 岡 伸 生 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したもの

であり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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